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一　はじめに
1. 問題の所在
　民法上の錯誤要件に内在する問題として伝統的に、①錯誤要件の構成（二
元的構成か一元的構成か）及び「動機錯誤」の判断基準（表示上の錯誤との
区別）、②「動機錯誤」を顧慮する追加的要件、③「要素」概念の判断基準、
が論じられてきた。今般の民法改正は、上記の問題に対して一定の解決を示
したものの、依然として多くの議論を包含している。
　上記の問題は、「いずれの錯誤が救済に値するのか」という判断基準をめ
ぐるものである。この問題を解決するために、従来我が国では民法の母法と
されるドイツ法や同じ大陸法系に属するフランス法を参考に、多くの議論が
試みられてきた。他方で、英米契約法については、異なる法系に属すること
（117）
武蔵野法学第 12 号
335
を理由に比較法的検討の対象とされることは少なかったように思われる。し
かしながら、英米契約法上の錯誤法理は大陸法に由来する意思理論を基に形
成されたことから、大陸法における錯誤法理と多くの問題を共有するもので
ある。そして、アメリカ契約法は、その後、独自の視点から錯誤要件を確立
したことから、その判断基準を考察することにより、我が国の理論状況を整
理・考察する新たな指標を得ることができるのではないであろうか。もっと
も、アメリカ法では周知の通り意思表示論は採用しておらず、錯誤は契約に
関するものであることから、我が国のように単独行為や合同行為を対象とし
ていないため、限られた知見しか得られないという懸念もありえよう。しか
しながら、取引社会において最も頻繁に行われるのは契約であり、錯誤に関
しても契約における錯誤という個別具体的な生活関係における事象を論じる
ことが、法律行為一般における錯誤を論じる前提作業となるのではないだろ
うか 1。
2. 本稿の課題
　以上のような観点から、本稿では、アメリカ契約法上の錯誤法理の特色で
あるリスク負担要件の史的展開を辿り、その内在的理解を行い、我が国の錯
誤要件との異同を明らかにすることで、上記①～③という問題の解決への示
唆を得ることを目的とする。
3. 分析の視角と方法
（1）分析の視角
　上記の課題に着手するにあたり、本稿では日米両法の錯誤法理について、
契約締結過程における表意者の情報の収集と分析における失敗という視角か
ら分析することとする。このような分析視角は、法律行為論における意思主
義を再評価し、私的自治の原則と自己決定権を可能な限り法的義務の根拠と
することを主張する、いわゆる「意思主義の復権」論と言われる潮流から派
1　中松纓子「錯誤」Law School 13 号（1979 年）42 － 43 頁参照。
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生したものと解されるが 2、錯誤要件の構成に関する新しい二元論（後述）と
ともに提唱され 3、我が国において消費者契約法の成立をめぐる議論が活況を
呈した 1990 年代以降に精緻化されたものである 4。さらに、今般の民法（債
権関係）の改正の際にもいわゆる不実表示による錯誤につき、表意者の情報
収集・分析と相手方の誤った情報提供という観点から、いずれの当事者が錯
誤のリスクを負担すべきかという広義のリスク分配論とともに繰り返し言及
されてきた 5。
　この見解によると、古典的な契約成立プロセスにおいては、対等な地位に
ある当事者間において契約が成立することを原則としたうえで、契約とは、
「十分な判断力を基礎に十分な情報に基づき自由に意思決定がなされ、それ
が意思表示の形態をとるとき、拘束力を認める制度」と捉えられる 6。そして
民法の意思表示規定は、意思決定の前提基盤を問題にするものであり 7、錯誤
は意思決定・意思表示の基礎となる情報の収集及び分析の失敗から表意者を
救済するために契約の効力を否定する制度とされる。ここでは、原則として、
契約締結のための情報の収集や情報の分析の失敗によって生じた不利益は、
情報の収集や情報の分析に失敗した表意者自身が負担することになる。ただ
し、錯誤要件を充足した場合には、表意者は、それによって生じた不利益を
2　前田達明「取引の法的保護（2）」法教 252 号（2001 年）75 － 76 頁参照。「意思主義の復権」
という用語を提唱したものとして、石田喜久夫「現代法律行為論の課題」Law School 13 号（1979
年）4頁以下参照。「意思主義の復権」論の概説につき、安井宏「≪意思主義の復権≫という比喩は、
どのように理解し評価すればよいか」椿寿夫編『代理・約款・契約の基礎的課題』（日本評論社、
1994 年）305 頁以下、同「最近のいわゆる『意思主義復権論』について」『法律行為・約款論
の現代的展開―フランス法と日本法の比較研究―』（法律文化社、1995 年）45 頁以下参照。
3　石田喜久夫編『民法総則』（法律文化社、1985 年）〔磯村保〕153 頁参照。
4　代表的なものとして、横山美夏「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ 1094 号（1996 年）
128 頁以下、山田誠一「情報提供義務」ジュリ 1126 号（1998 年）179 頁以下、河上正二ほか著『消
費者契約法－立法への課題－』別冊NBL54 号（商事法務、1999 年）における諸論稿等がある。
5　例えば、法制審議会民法（債権関係）部会資料 66B、3 － 7 頁参照。
6　沖野眞已「契約締結過程の規律と意思表示論」別冊NBL54 号（商事法務、1999 年）24 頁参照。
7　潮見佳男「説明義務・情報提供義務と自己決定」判タ 1178 号（2005 年）15 頁、沖野・前掲注（6）
24 頁参照。
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相手方に転嫁することができることになる 8。そして、いわゆる不実表示の場
合にも、相手方が錯誤の原因を生じさせたことを理由に、誤認のリスクを相
手方が負担することがむしろ当事者間の公平に合致することから、上記原則
を修正するものと捉えられていた 9。
　いわゆる不実表示規定の明文化が見送られたにもかかわらず、本稿で再度
契約締結の意思決定の基盤となる「情報」という観点から錯誤法理一般につ
いて分析する理由として、以下の二点が挙げられる。
　第一に、我が国の錯誤法理に関しては、上述の通り「情報」という観点と
ともに、どのような場合に錯誤に基づいて意思表示を取消すことができると
すべきかという、錯誤主張要件をめぐる広義のリスク分配論が論じられてき
た。それに対してアメリカ契約法上の錯誤法理においては、後述するよう
に「情報」という観点とともに、どのような場合に錯誤者は錯誤主張が阻却
されるのかという狭義のリスク負担論が無重過失要件に加えて展開されてき
た。したがって、日米両法を比較検討する際、「情報」という観点を起点と
することが、両法における錯誤要件の機能的特徴を浮かび上がらせると考え
られるからである。
　第二に、取引の客体がモノからサービス、さらにデータへと多様化する現
代社会において、錯誤の対象も多様化してきている。そこで、取引の客体お
よび契約締結過程における諸般の事情に関する「情報」という観点から統合
的に錯誤を捉え直すことにより、将来にわたる錯誤法理に関する議論の前提
を提供できるのではないかと考えるからである。
（2）分析の対象
　本稿では、具体的な検討対象を以下のように限定することとする。
　第一に、上記のような問題意識から、本稿では契約締結過程における錯誤
を論じることとする。
8　山田・前掲注（4）180 - 181 頁、沖野・前掲注（6）29 - 30 頁参照。
9　法制審議会民法（債権関係）部会資料 66B、4 頁参照。
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　第二に、アメリカ契約法における契約とは、我が国でいうところの有償契
約を言うことから、本稿での検討対象はそれに限定することとする。
　第三に、本稿は、日本法上の錯誤の効果であるところの契約の取消しが認
められるための要件に焦点を当てるため、アメリカ契約法の錯誤の効果の一
つである文書訂正命令には言及しない。
（3）本稿の展開
　以下、本稿では第一に、今般の民法改正によって示された錯誤要件とそこ
における学説を整理することで、我が国の錯誤要件をめぐる問題の所在を再
確認したうえで、第二にアメリカ契約法上の錯誤法理におけるリスク負担要
件の生成過程とその機能を概観した後、日米両法における錯誤要件を比較す
ることで、問題解決のアプローチの異同について考察し、最後に我が国の今
般の民法改正で示された錯誤要件の解釈に対してもたらしうる示唆について
述べることとする。
二　我が国の錯誤要件をめぐる議論状況
1. 改正民法における錯誤要件
（1）錯誤要件の構成と「動機錯誤」の判断基準
　錯誤要件の構成について、学説においては従来、意思欠缺と動機錯誤を峻
別する二元論と、両者の峻別を否定する一元論の対立がみられた 10。すなわ
ち、伝統的な二元論によると、意思表示は心理的標準に基づき【内心的効果
意思→表示意思→表示行為】によって成立するとされ、錯誤とは（内心的効
果）意思と表示（行為）の不一致（意思欠缺）であるところ、内心的効果意
思とその形成段階である動機は区別され、その動機における錯誤も取り扱い
を異にするとされていた 11。それに対しては、心理的標準に基づき内心的効
10　錯誤要件の構成に関する学説と判例の動向につき、森田修「第二講　錯誤：要件論の基本構
造を中心に（その１）」法教 428 号 66 頁以下（2016 年）、中松・前掲注（1）42 頁以下（1979 年）、
同「錯誤」星野英一編代『民法講座　第 1巻　民法総則』（有斐閣、1984 年）387 頁以下参照。
11　中松・前掲注（1）43 頁参照。
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果意思と動機を峻別することは実際には困難であり、錯誤事例の多くがいわ
ゆる動機錯誤に関するものであることから両者を峻別する必要もないと批判
され 12、一元論が唱えられることとなった。一元論においては、錯誤を真意
と表示の不一致と唱える見解と 13、事実と一致しない認識ないし判断と定義
する見解がある 14。前者はあくまでも表意者の意思表示内部における「齟齬」
を取り扱うのに対して、後者は意思表示と外的な事実との間の「齟齬」とす
る点に相違があることが指摘されている 15。なお、一元論が学説において有
力に主張されている間においても、判例は一貫して二元的構成を維持してい
たという 16。
　ところで、伝統的な二元論のもとでは、動機錯誤は表示上の効果意思に対
応する内心的効果意思が存在するために意思欠缺にはならないが、内心的効
果意思の形成過程において誤りがある場合と説明されてきた 17。これは、動
機錯誤をあくまでも表意者の意思表示内部における何らかの「齟齬」を見出
す立場に立脚しているものといえる。それに対して一元論の提唱後に学説で
有力に主張された新しい二元論においては、動機錯誤は表意者の事実認識の
誤りに帰する点に着目し、「動機と事実との不一致が生じているから『事実
錯誤』とよぶことが可能である」と主張され 18、今般の民法改正へ向けた議
論においても、同様の提案がなされた 19。
12　舟橋諄一「意思表示の錯誤」『九州帝国大学法文学部十周年記念法学論文集』（岩波書店、1937 年）
18，40 － 41 頁参照。
13　舟橋・前掲注（12）36 頁、杉之原舜一「『法律行為ノ要素』の錯誤に関する一考察（二・完）」
法協 43 巻 11 号 136,145 頁参照。もっとも、舟橋説は後に「表示に対応する真意の欠缺」と改
説している（舟橋諄一＝須永醇「錯誤における『真意』について」法学志林 89 巻 1 号 53 頁（1991
年）以下参照）。
14　川島武宜『民法総則』（有斐閣、1965 年）284 頁、幾代通『民法総則』（青林書院新社、1969 年）
265 頁参照。
15　森田・前掲注（10）68 - 69 頁参照。
16　中松・前掲注（10）414 頁参照。
17　例えば、星野英一『民法概論 I（序論・総則）』（良書普及会、1971 年）197 頁、遠藤浩ほか編
『民法（１）総則［第 4版増補補訂 3版］』（有斐閣、2004 年）178 頁［川井健］参照。
18　石田・前掲注（3）［磯村保］150 － 151 頁。
19　山本敬三「『動機の錯誤』に関する判例の状況と民法改正の方向（下）」NBL1025 号（2014 年）
46 頁参照。新しい二元論につき、初期の見解は改正前民法第 95 条でいうところの錯誤は意思
欠缺の場合に限られ、動機錯誤はこれに含まず、詐欺・条件・瑕疵担保等によって処理され
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　改正民法第 95 条 1 項 2 号は、「表意者が法律行為の基礎とした事情につい
てのその認識が真実に反する錯誤」と規定している。これは、意思表示内部
における齟齬ではなく、表意者の認識と客観的な真実との齟齬を表している
ことから、新しい二元論に基づく「事実錯誤」論を採用したといえる 20。
（2）「動機錯誤」を顧慮する追加的要件
　新旧二元論のうちの多くは、改正前民法第 95 条に規定された錯誤は意思
欠缺である表示の錯誤であり、いわゆる動機錯誤に関しては、動機は通常の
意思表示の相手方に知られていないため、意思表示の無効を主張できるとな
ると取引の安全を害することから、追加的な要件を充たした場合にのみ同条
の適用を認めるという立場を取ってきた。そこで、いわゆる動機錯誤を顧慮
する追加的な要件としては、従来、①動機が表示され、相手方の認識可能性
があること（以下、「認識可能性説」）、②動機が表示されて、意思表示の内
容となること（以下、「意思表示の内容化説」）、③動機が法律行為の内容に
なること（以下、「法律行為の内容化説」）が各々主張されてきた 21。
　改正民法第 95 条 2 項は、「その事情が法律行為の基礎とされていることが
表示されていたときに限り」、いわゆる動機錯誤による意思表示の取消しを
認めている。もっとも、従来の動機錯誤に関する判例法理は改正民法の下で
妥当するという 22。
　まず、法律行為の基礎とされた事情についての認識の範囲に関しては、
ほとんどの学説では従来の「動機」にあたるものと論ずるにとどまる
るべきと説くのに対して（高森八四郎「錯誤無効の意義」関法 24 巻 1・2 合併号（1974 年）
251、265 － 266、272 頁、高橋三知雄「私的自治・法律行為論序説（三・完）」関法 24 巻 6 号
（1974 年）72 － 75 頁、石田・前掲注（3）［磯村保］152 － 153 頁参照）、近時の見解は、一定
の要件下において動機錯誤に改正前民法第 95 条を適用すると取り扱う点で異なっている。
20　森田修「第二講　錯誤：要件論の基本構造を中心に（その 2）」法教 429 号（2016 年）78 ‐
79 頁参照。
21　四宮和夫＝能見善久『民法総則〔第 9版〕』（弘文堂、2018 年）250 頁、山本敬三『契約法の
現代化 II －民法の現代化』（商事法務、2018 年）213 － 214 頁（初出：「民法改正と錯誤法の
見直し―自律保障型規制とその現代化」曹時 63 巻 10 号（2011 年）1頁以下）参照。
22　法制審議会民法（債権関係）部会第 96 回会議議事録（PDF版）2－ 3頁参照。
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が 23、山野目説は、当該認識は「真実に反するかどうかが意思表示の時に定
まるものでなければならない 24」ことを指摘し、意思表示時に存在する事情
に関するものであることを示唆している。また、特定物売買における特定
物の性質に関する錯誤については従来錯誤無効が承認されてきたのに対し
て 25、改正民法においては特定物と種類物とを問わず約定された性質に適合
した目的物を引き渡す義務を売主は負うこととされ 26、特定物が備えるべき
性質は契約内容であるのと同時に「法律行為の基礎とされた事情」に当たる
ため、ここにいう事情とは契約内容を構成する事項をも含むことが指摘され
ている 27。
　次に、「表示されていたとき」の意味内容に関しては、上記各説より、自
説による解釈の可能性が主張されている 28。すなわち、①認識可能性説を前
提とする場合、同項でいうところの「表示」は、規範的概念と捉え、そこに
相手方の認識可能性を盛り込む解釈をすることになる 29。②意思表示の内容
化説によると、同 1 項 2 号でいうところの「表意者が法律行為の基礎とした
事情」とは、「表意者が法律行為の前提として重視した事情」のことである
として、「基礎とした」か否かの解釈によって一定範囲の事情に限定した上で、
23　例えば佐久間毅ほか『民法 I　総則［第 2版］』（有斐閣、2018 年）［山下純司］174 頁参照。
24　山野目章夫『民法概論 1　民法総則』（有斐閣、2017 年）201 頁。
25　大判大正 6年 2月 24 日民録 23 輯 284 頁（いわゆる受胎馬事件）。
26　改正民法第 562、565 条参照。
27　大中有信「意思表示」潮見佳男ほか『詳解　改正民法』（商事法務、2018 年）27 － 28 頁、平
野裕之『新債権法の論点と解釈』（慶應義塾大学出版会、2019 年）24 － 25 頁参照。
28　①説につき、滝沢昌彦『民法がわかる民法総則〔第 4版〕』（弘文堂、2018 年）124 頁、樋口
直「民法（債権関係）改正法『錯誤』規定について」亜細亜法学 51 巻 2 号（2017 年）165 －
166、170 － 172 頁、道垣内弘人『リーガルベイシス民法入門［第 3版］』（日本経済新聞出版社、
2019 年）90 頁参照。②説につき、四宮＝能見・前掲注（21）245、250 － 251 頁参照。③説につき、
山本敬三「『動機の錯誤』に関する判例法の理解と改正民法の解釈―保証に関する判例法を手
がかりとして―」法学論叢 182 巻 1・2・3 号（2017 年）106 － 107 頁；鹿野菜緒子「民法改
正と消費者契約―惹起型錯誤（不実表示）を中心に―」法学研究 88 巻 1 号（2015 年）109 ‐
111 頁参照。
29　森田・前掲注（20）75 頁参照。このほか、「表示」を事実行為と解する余地も指摘されている（潮
見佳男『民法（債権関係）改正法案の概要』（きんざい、2015 年）9 頁参照。ただし、潮見説
は③法律行為の内容化説によるものと思われる。）。
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この点を表示することによって表意者の意思表示の内容となると解すること
になる 30。③法律行為の内容化説では、同 2 項「その事情が法律行為の基礎
とされていることが表示されていた」とは、当該事情が法律行為の基礎とさ
れているとの表意者の認識が相手方に了解されて「法律行為の内容となって
いた」（契約の場合は合意の内容となっていた）と解することになる 31。この
「相手方に了解されて『法律行為の内容になっていた』」ということの意味内
容に関しては、法律行為の内容化説の内部において、i) 両当事者に共通の了
解になっていたか否かについて規範的に評価する見解（以下、「規範的評価
説」）と 32、ii) 共通の了解となっていたことについて両当事者間の合意が成立
していることを要求する見解（以下、「合意説」）33 に分かれている。もっとも、
後者においても合意の有無を規範的に解釈するものと解される 34。なお、上
記学説①～③はいずれも、表意者側の認識が表示されていたことを起点とし
て、相手方との認識の共有の程度においてグラデーションがあるのに対して、
近時では「表示されていたこと」と受動態になっている点に着目して、相手
方によってその事情が法律行為の基礎であることが表示された場合をも含み
うると解し、これにより相手方による錯誤の惹起につき動機錯誤に基づく錯
誤として取消し可能となると解釈することが提唱されている 35。
30　四宮＝能見・前掲注（21）245、250 ‐ 254 頁参照。
31　潮見・前掲注（29）8-9 頁参照。
32　法制審議会民法（債権関係）部会第 96 回会議議事録（PDF版）5－６頁［鹿野菜穂子］、鹿
野菜穂子「惹起型錯誤・不実表示と消契法４条」法教441号（2017年）24、29頁、丸山絵美子「錯誤」
法教 464 号（2019 年）71 頁以下、武川幸嗣『プラスアルファ基本民法』（日本評論社、2019 年）
84 － 86 頁参照。このほか、塩原学「近時の判例等を踏まえた動機の錯誤の検討」判タ 1445
号（2018 年）11，18，23 頁、中舎寛樹『民法総則　第 2 版』（日本評論社、2018 年）218 －
219 頁、佐久間・前掲注（23）［山下純司］174 － 178 頁も同旨と思われる。
33　潮見佳男「動機錯誤（行為基礎事情の錯誤）と表示」法教 453 号（2018 年）70 頁以下、
法制審議会民法（債権関係）部会第 90 回会議議事録（PDF版）12 － 13 頁［山本敬三］、山本・
前掲注（28）106 頁、佐久間毅『民法の基礎１ 総則［第 4版］』（有斐閣、2018 年）157 － 158
頁参照。
34　この点を指摘するものとして、森田・前掲注（10）73 頁注 18 参照。
35　大中・前掲注（27）26 － 27 頁参照。
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（3）「要素」概念の判断基準
　改正前民法第 95 条本文にいう「法律行為の要素に錯誤」があることとい
う要件は、判例法理に基づき 36、錯誤がなかったならば、①表意者自身がその
意思表示をしないであろうと認められるほどに錯誤と意思表示との間に因果
関係があり（主観的因果関係）、かつ、②通常人であっても意思表示をしなかっ
たであろうと認められるほどにその錯誤が客観的に重要である場合（客観的
重要性）、と解されてきた。
　今般の民法改正により、「法律行為の要素に錯誤」があるという要件は上
記の判例法理を踏まえて改められ、改正民法第 95 条 1 項において①錯誤に
基づき意思表示がなされていたこと（主観的因果関係の存在）と、②錯誤が
法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであること（客
観的重要性の存在）が要件として規定された 37。これら二要件につき、法制
審議会民法（債務関係）部会（以下、「法制審議会」）においては、前者が当
該錯誤と意思表示の間の事実的な因果関係を判断するための要件とするのに
対して、後者は、当該錯誤が意思表示の取消しを認めるほどのものかどうか
という一定の規範的評価を行いやすい要件として定めたことが説明されてい
た 38。なお、これら二要件は、表示錯誤と動機錯誤（事実錯誤、基礎事情錯誤）
の両方に共通して適用される要件である。
（4）無重過失
　改正前民法第 95 条但書にいう無重過失要件につき、大判大正 6 年 11 月 8
日民録 23 輯 1758 頁は、株式売買を常業とする X が A 銀行の大株主となる
目的で Y から同行の株式を買い受けたところ、譲渡制限されていたため当
該株式売買契約の錯誤無効を主張した事案において、「各案件ノ事實關係ニ
就キ普通ノ智慮ヲ有スル者ノ施スヘキ注意ノ程度ヲ標準トシテ抽象的ニ定ム
ヘキモノニシテ」「各箇ノ事實關係ヲ離レテ漠然之カ標準ヲ求ムヘキモノニ
36　大判大正 3年 12 月 15 日民録 20 輯 1101 頁、大判大正 7年 10 月 3 日民録 24 輯 1852 頁等。
37　筒井健夫＝村松秀樹編著『一問一答　民法（債権関係）改正』（商事法務、2018 年）19 頁参照。
38　法制審議会民法（債権関係）部会資料 83 ‐ 2、1 － 2 頁参照。
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非ス」と説示した上で、X が譲渡制限につき知らなかったことが重過失に当
たるとした。学説では、上記判例を具体例の一つとして取り上げ、「重大な
過失とは、表意者の職業、行為の種類・目的などに応じ、普通になすべき注
意を著
、 、 、 、
しく欠くことである（傍点原文）39」と定義してきた。このような定義
は今日においても通用しているものと解される 40。
　重過失を肯定した事案として、最判昭和 50 年 11 月 14 日集民 116 号 465
頁は、損害保険会社が自動車事故につき、被保険者と被害者との三者間で保
険金の支払いに関する示談契約を締結する際、本件保険契約上の免責事由と
される飲酒運転であることを知らなかったことは、その重要な前提事実に関
する要素の錯誤があるとしたうえで、保険会社としては、免責条項に該当す
る事由の有無について慎重な調査を尽くすべき義務を負うものというべく、
この「調査義務を尽くさないで免責条項該当の事由がないと誤信したときは、
そのような誤信するにつき重大な過失がないということはできない」と判示
した。このほかに、不動産の強制競売の入札における入札価額の誤記につき、
東京高決昭和 60 年 10 月 25 日判時 1181 号 104 頁は、最低売却価額が 3000
万円と定められた不動産競売における買受の申出に際し、買受申出人が入札
書にその価額を 3500 万円と記載するつもりで 3 億 5000 万円と誤記したもの
であるとしても、「入札書の入札価額欄（算用数字で記入するようになって
いる。）は、一桁から一〇億桁まで各数値の位取りごとにその単位を表示し
た桝によって明瞭に区分され、記入の際に位取りの誤記をしないような形式
になっていること及び同抗告人（買受申出人―筆者注）は右入札価額欄の下
段の保証額欄には正しく六〇〇万円と記入していることなどの事実に徴すれ
ば、右誤記もまた同抗告人の重大な過失によるものといわざるをえない」と
39　我妻栄『新訂　民法総則』（岩波書店、1965 年）304 頁。
40　東京地判平成 15 年 2 月 21 日判時 1820 号 66 頁（X株式会社が全従業員を被保険者とする簡
易生命保険につき、国 Y の被用者である郵便局外務職員 A より勧誘を受けて当該保険契約を
締結した場合において、A による中途解約の年平均利回りの説明が誤っていたため、X の本
件保険契約の申込みの意思表示には要素の錯誤があるところ、X の錯誤には重大なる過失が
ないとされた事案において、東京地裁は「『重大なる過失』とは、錯誤に陥ったことにつき、
当該の具体的な事情のもとにおいて、表意者の職業、行為の種類、目的などに応じ、普通の
人に期待される注意を著しくことを欠くことを指す」と説示した。）。
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判示した。なお本件で原裁判所は不動産競売に際して入札価額につき買受申
出人の意見聴取は行っていないが、この点は重過失の認定には影響していな
いものと解される。
　法制審議会では、無重過失要件については改正前民法第 95条但書を実質的
に維持するとしたうえで、主として無重過失要件の適用除外の場合について
検討がなされ 41、改正民法第 95条第 3項でその旨が明記された。なお、「重過
失」の認定基準につき、いわゆる不実表示規定の導入を検討する際、「相手方が、
ある取引において、当該事項の存否又はその内容（動機に当たる事項―筆者
注）を保証するような行為をしても、その取引が事業者間の取引でその取引
の双方がそれぞれ必要な情報を収集することが想定されるような場合や、表
意者の方が相手方より情報力において優位にあり表意者においても必要な情
報を収集することが想定される場合などには、表意者においても当該事項の
存否又はその内容を把握することについて一定の調査を行ってしかるべきで
あ」るが、「表意者において一定の調査等をしていないようなときには」表意
者にいわゆる動機錯誤が生じたとしても、その錯誤は「表意者の調査義務の
懈怠によって生じたものであ」り、「表意者には錯誤につき重過失があると評
価され得る」ことが言及された 42。これは、（対等当事者間の契約締結にあた
り情報収集につき表意者に）一定の調査義務が課されるとしたうえで、調査
義務違反の場合には重過失が認定され得ることを示唆したものと解される。
2. 問題の再確認
　以上を前提に我が国の錯誤要件とそこにおける学説を再度検討してみる
と、従来の動機錯誤の追加的要件および「客観的重要性」要件における規範
的評価は、錯誤者と相手方の両者の態様を包括的に評価してきたために、よ
り柔軟に要件充足の判断を行うことができた半面で、どのような項目を評価
対象とするのか、その際に錯誤者の情報収集・分析の不十分性をどのように
規範的に評価してきたのか、さらにそれらの規範的評価は「客観的重要性」
41　法制審議会民法（債権関係）部会資料 76A、4－５頁等参照。
42　法制審議会民法（債権関係）部会資料 78A、４頁参照。
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要件において一元的に行うのか、「客観的重要性」要件に加えて動機錯誤の
追加的要件においても二段階で行うのか、を明確に区別して論じてこなかっ
たために、学説の混乱を招き、判例の評価も錯綜していると仮説を立てるこ
とができるであろう。さらに、規範的評価は経験則のほか、裁判官の価値判
断にも依るのであり、それが個々人によって異なり得る以上、その結果が社
会通念の範囲内において分散することはやむを得ない。しかしながら、評価
項目を具体的に列挙することで、その分散をより収束させることができるの
ではないだろうか。
　そこで以下では、アメリカ契約法上の錯誤要件を検討することにより、上
記の問題の解決を模索することとする。
三　アメリカ契約法上の錯誤法理におけるリスク負担
1. アメリカ契約法上の錯誤法理 43
（1）アメリカ契約法と第二次契約法リステイトメント
　本稿では、現行のアメリカ契約法上の錯誤法理を論じる際、多くの体系書
に倣い、アメリカ法律協会によって 1981 年に公表された第二次契約法リス
テイトメントに依拠することとする。
（2）契約
　契約とは、「一個又は一組の約束であって、その違反に対して法が救済方
法を与え、又はその履行を法が何らかの方法で義務として認めるもの 44」の
ことをいう。
　契約が成立するためには、①合意（申込と承諾の合致、又は相互的同意と
もいう）、②捺印証書又は約因、③契約当事者が法律関係を創設する意思、
という要件が満たされる必要がある（成立要件）。次に、成立した契約が拘
43　拙稿「契約自由の原則と錯誤のリスク負担」平野裕之ほか編著『現代民事法の課題　新美育
文先生還暦記念』（信山社、2009 年）43 頁以下参照。
44　Restatement, Second, Contracts § 1. 第二次契約法リステイトメントの翻訳につき、松本恒
雄「第二次契約法リステイトメント試訳（一）～（五・完）」民商 94 巻 4 号 111 頁、同 5号 115 頁、
同 6号 115 頁、95 巻 1 号 136 頁、同 2号 139 頁（1986 年）参照。
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束力を有するためには、以下の要件が課せられる（効力要件）。すなわち、
④当事者の契約能力、⑤同意の真正性、⑥目的の適法性である。さらに、⑦
詐欺防止法により書面が要求される場合には、書面を作成しない限り、たと
え契約が有効に成立しているとしても、強行することはできない（強行性に
必要な要件）45。
　本稿の対象である錯誤は、⑤同意の真正性を害する原因の一つと考えられ
ている。
（3）錯誤
① 意義
　錯誤とは、「事実と合致しない所信 46」と定義されている。
　ここに言う「事実」とは、契約締結時に存在したすべての事実状態を指
し、その中には法も含まれるため、法の錯誤と事実の錯誤は区別されていな
い 47。他方で「所信」とは、契約の成立およびその内容に関する当事者の意
図に限定されず、広く契約締結時の諸事情に対する契約当事者の考えをも含
むものである 48。
　なお、錯誤は相互的錯誤と一方的錯誤の二種類に分類される。相互的錯誤
mutual mistake とは、契約の両当事者が事実について同一の錯誤に陥って
いる状態のことを言う 49。それに対して一方的錯誤 unilateral mistake とは、
契約の一方当事者が事実に関して錯誤に陥っている場合を指す 50。
② 要件と効果
1） 序論
　伝統的に、英米契約法では、一方的錯誤について、相手方の契約に対する
45　田中和夫『英米契約法（新版）』（有斐閣、1965 年）5－ 7頁参照。
46　Restatement, Second, Contracts § 151.
47　See , Restatement, Second, Contracts, § 151, comment b; Allan Farnsworth, Farnsworth on 
Contracts  vol. 2, 3rd ed., (Aspen, 2004) §9.2.
48　See , Restatement, Second, Contracts, § 151, comment a.
49　See , Restatement, Second, Contracts, § 152, comment a.
50　See , Restatement, Second, Contracts, § 153, comment a.
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信頼を保護するために、契約の効力を否定する根拠として認めてこなかった。
しかし、アメリカ契約法では近時、相互的錯誤の要件にさらに要件を加重す
ることで、一方的錯誤の場合にも、錯誤者を救済するに至っている 51。
2）相互的錯誤
　相互的錯誤については、①錯誤が契約締結に当たって基本的前提となった
ことがらに関するものであり（基本的前提）、②それが合意された履行の交
換に重大な影響を及ぼすものであり（重大性）、かつ③錯誤を理由に契約の
効力否定を求める契約当事者が、錯誤のリスクを負担していないこと（錯誤
のリスク負担）52、さらに④契約締結前に事実を知らず、又は気づかなかった
ことについての過失が錯誤主張者にあったとしても、その過失が信義に従い
誠実に、かつ公正取引の合理的基準に従って行為していないのに等しいほど
のものではないこと（無重過失）53、という四要件を充足した場合、錯誤主張
者は、契約を取消すことができる。
　要件①「基本的前提」について、第二次契約法リステイトメント第 6 章錯
誤の起草者であるファンズワースは、以下のように説明している。すなわち、
ここにいう「前提」とは、契約締結時に存在する事実に関するものであり、
契約目的物の性質等が含まれる 54。次に「基本的」とは、当該前提につき誤
りがあった場合には当事者の契約締結の判断が無に帰するとみなされるよう
なもののことを意味するが、「基本的」か否かは、契約目的に応じて判断す
ることになるという。例えば、土地の売買契約において、エーカー数によっ
て価格が決定されていた場合には当該エーカー数は基本的なものと判断され
るが、土地の通称によって当該土地が特定され、一括して価格が決定されて
いた場合には、当該エーカー数は基本的なものと判断されない可能性がある
という 55。もっとも、「基本的」か否かの判断が困難な場合、救済を求める当
51　See , id.
52　See , Restatement, Second, Contracts § 152.
53　See , Restatement, Second, Contracts § 157.
54　See , Farnsworth, supra  note 47 at § 9.1.
55　See , id . at § 9.3.
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事者が錯誤のリスクを負担しているか否かという判断（要件③）に委ねる傾
向にあることが指摘されている 56（要件③「錯誤のリスク負担」については
後述）。なお、この「基本的前提」は契約の両当事者が契約締結に際して共
通に理解している事項を意味している 57。
　ところで、例えば土地の売買契約において、その価格は主として当該土地
上の樹木に依拠していたが、当該樹木は実際には契約締結時に火災によって
消失していた場合 58、当該樹木の存在は基本的前提とされるが、錯誤のみな
らず、同じく「基本的前提」を要件とする原始的実行不能 59 によっても救済
可能となる。そこで、第二次契約法リステイトメントは両者を区別し、原始
的実行不能はそれによって一方当事者にとって予期されていない極めて過酷
な状況が生じることを根拠とするのに対して、錯誤は履行の交換について予
期されていない両当事者間の重大な不均衡が生じることを根拠とすることと
し 60、この点を明らかとするために、要件②「重大性」を設けたという 61。
　「重大性」とは、錯誤によって「合意された交換に生じた不均衡が非常に
深刻（severe）であるため、それを履行することが公平に要求され得ないこと」
を意味し 62、原則として、錯誤主張者にとって当該契約が利益とならないの
みならず、相手方にとって想定していた以上に有利となるという両方を立証
することにより、認定される。具体的には、相互的錯誤に関する伝統的な指
導的判例であるシャーウッド事件 Sherwood v. Walker63 を例に挙げると、生
殖能力がないことを前提として売買された雌牛が、実際には妊娠していたた
めに、当事者が想定していた以上に価値あるものであることが判明したとき、
56　See , Jeffrey Ferriell, Understanding Contracts 4th ed .  (Carolina Academic Press, 2018), § 
11.02［A］［2］.
57　See , Restatement, Second, Contracts § 152 comment b.
58　See , Restatement, Second, Contracts § 152, Illustration 1.
59　See , Restatement, Second, Contracts § 266. 実行不能とは、当事者の責めに帰すことのでき
ない事由により、債務の履行が実行不能となった場合のことを指し、原始的なものと後発的
なものがある（田中・前掲注（45）267 頁－ 278 頁）。
60　See , Restatement, Second, Contracts, Ch. 6, Introductory Note.
61　See , 52nd Annual Meeting, The American Law Institute Proceedings 1975, 389-392.
62　Restatement, Second, Contract §152 comment c；Farnsworth, supra  note 47 at §9.3
63　33 N.W. 919 (Mich. 1887)
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当該交換は売主にとってはあまり利益とならず、買主にとってはより利益と
なることの両方が生じたため、「重大性」要件を充足すると判断されることに
なる。もっとも、第二次契約法リステイトメントは、当該交換が相手方には
何ら利益にならず、一方当事者にのみ過酷となる場合について、原始的実行
不能によることが通常は適切であるとしながらも、錯誤が適用され、「重大性」
要件を充足すると判断され得る可能性を完全に排除しているわけではない 64。
　また、要件④に関して、アメリカ契約法では従来、「『重』過失」という用
語が用いられてきたが、その定義が不明確であることから、第二次契約法リ
ステイトメントではこの用語を回避し、錯誤主張者の過失が信義誠実及び公
正取引の合理的基準に従って行為していないに等しいほどのものであること
とされた（ただし、本稿では便宜上、「重過失」という用語を用いることと
する。）。すなわち、契約交渉過程において各当事者は相手方の正当な期待に
相応しい程度の責任を負うこととされ、それに反したか否かが問題とされる。
具体的には、特定の仕様書に従った建物の建築請負契約の入札にあたり、競
争者 A が入札価額欄に実際には 200,000 ドルと記載すべきところ、計上すべ
き項目を計上しなかったことにより 150,000 ドルと記載した場合、A の過失
は重過失とは認定されないが、募集者 B が A の入札価額が最低額であるこ
とに気付き、計算間違いがないか確認するよう A に求めたものの、A は確
認していないにもかかわらず、かつ仮に確認していたのならば錯誤を発見す
ることができたにもかかわらず、確認したと B に伝えた場合、A の過失は
重過失と認定される 65。このほか、典型的には（約款ではない）契約書面を読
まずに契約締結した当事者には、原則として重過失があると判断される 66。
64　See , Restatement, Second, Contracts § 152 comment c.
65　See , Restatement, Second, Contracts § 157 comment a, Illustrations 1 and 2; see also , James 
T. Taylor & Son v. Arlington Indep. School Dist., 160 Tex. 617, 335 S.W.2d 371 (1960), on 
remand, 354 S.W.2d 618 (1962), ref. n.r.e.
66　See , Restatement, Second, Contracts § 157 comment b; see also , Quinn v. Briggs, 172 Mont. 
468, 565 P.2d 297 (1977); Reynolds-Penland Co. v. Hexter & Lobello, 567 S.W.2d 237 (Tex. Civ. 
App. 1978).
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3）一方的錯誤
　一方的錯誤については、前記①～④の要件に加えて、⑤契約を強行するこ
とが非良心的となるほどの錯誤の影響が生じている場合（非良心性）、又は
⑥相手方が当該錯誤について知りうべきであったか、若しくは相手方の過失
によって錯誤が引き起こされた場合（相手方による錯誤の認識可能性、若し
くは錯誤の惹起）、という要件が課せられ、これらの要件を満たした場合、
錯誤者は契約を取消すことができる。
　要件⑤「非良心性」の判断基準は、例えば入札価額における錯誤という典
型例では、入札の規模と比較した錯誤の大きさのみならず、契約の履行を要
求された場合に入札者が得る利益及び被る損失にも依拠するという 67。した
がって、②「重大性」要件が当事者間の不均衡に基づく錯誤の大きさを斟
酌するのに対して、要件⑤「非良心性」は当該錯誤により個別具体的にどの
程度の影響が錯誤者に生じるのか、という点をも斟酌する点で判断基準が異
なっていると言える。具体的には、建築請負契約の入札において、入札価額
を 200,000 ドルと記載すべきところ、計上すべき項目を計上し忘れたことに
より 150,000 ドルと記載した場合、本来ならば 30,000 ドルの利益を見込めた
にもかかわらず、20,000 ドルの損失を被ることになるときには、当該契約の
履行は非良心的となるが、185,000 ドルと記載すべきところ 150,000 ドルと
記載したことにより、本来ならば 30,000 ドルの利益を見込めたにもかかわ
らず、5,000 ドルの損失を被ることになるときには、当該契約の履行は非良
心的とはならない、という 68。
　ただし、当該履行を要求することがたとえ「非良心的」と判断される場合
であったとしても、相手方が当該契約を信頼していた場合には、その信頼を
保護するために、非良心性を理由とする一方的錯誤に基づく契約取消しは認
められないこととされている 69。
67　See , Restatement, Second, Contracts § 153 comment c.; Farnsworth, supra  note 47 at § 9.4.
68　See , Restatement, Second, Contracts § 153 comment c, Illustrations 1 and 2; see also , 
Elsinore Elementary School Dist. v. Kastorff, 54 Cal.2d 380, 6 Cal. Rptr. 1, 353 P.2d 713 (1960).
69　See , Restatement, Second, Contracts § 153 comment d.
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　また、⑥相手方に錯誤の認識可能性があり、若しくは相手方による錯誤の
惹起が認められる場合には、当該履行の強制が非良心的か否かに関わらず、
錯誤者による契約取消しが認められる 70。
2. 錯誤要件の史的変遷
（1）序論
　アメリカ契約法上の錯誤取消しの要件を一瞥すると、③「錯誤のリスク負
担をしていないこと」、という要件が特徴的である。そこで、以下では当該
要件がどのような経緯で課せられるに至ったのかを明らかとするために、伝
統的に救済が付与されてきた相互的錯誤の判断基準の史的変遷をたどること
とする。
（2）錯誤法理の生成 71
① 社会的背景と契約法の概観
　1776 年の独立宣言以降、アメリカの法曹たちは、自分たちが習熟してい
たイギリス法を基礎として法を発展させた。
　19 世紀初頭までのイギリスのコモン・ローは、訴訟における令状主義を
採用していたために理論的かつ体系的な説明はされておらず、多くの事例と
個別のルールの集積によって成り立っていた。1790 年に出版されたパウエ
ルの著書 72 以降、コモン・ロー法学者たちは、自然法やそれに影響を受けた
フランス法理論を借用することにより、コモン・ロー契約法を理論的に体系
化していった。とりわけポティエは、イギリス及びアメリカのコモン・ロー
に多大な影響を及ぼし、コモン・ロー法学者たちは、大陸法の影響下で主観
主義的な意思理論を論じることとなる。
70　See , Restatement, Second, Contracts § 153 comment e.
71　拙稿「アメリカ契約法上の錯誤法理の生成とポティエの影響」武蔵野法学 10 号（2019 年）
266 頁以下参照。
72　John Joseph Powell, Essay upon the Law of Contracts and Agreements , (Chamberlaine and 
Rice, 1790).
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　18 世紀のイングランド社会では、広範囲にわたる市場が存在せず、商品
も一般的に代替可能なものと考えられていなかったため、契約は特定物に対
する権原の移転方式の一つとして捉えられてきた（交換の権原理論）。時代
が下り 18 世紀後半のイギリス、および南北戦争後のアメリカでは、産業が
急速に発展し、国家的規模の商品市場が出現し、商品も代替性のあるものと
考えられるようになった。このことから、契約法の機能も、特定物に対す
る権原を移転するものから、将来の反対給付を確保するものへと転換し、18
世紀末には契約は将来の履行のために意図的に結ばれた関係として考えられ
るようになった。そのため、契約責任は、当事者らが実際に何かを行った結
果ではなく、合意や約束の交換から生じることとなり、契約当事者の意思に
帰することとなった（意思理論）。このような中で、旧来の交換の権原理論
と意思理論が共存することとなり、その後次第に契約を相互の同意や合意に
よって定義する方法が、標準に用いられることになった。
② 意思主義的錯誤理論とポティエの影響
　アメリカ法を形成したのは、1820 年代から 30 年代にかけて登場したケン
トとストーリーであった。彼らは契約につき、ローマ法やポティエに依拠し
た議論を展開していた。
　エヴァンスによって翻訳されたポティエ『債務法概論 73』（以下、「エヴァ
ンス版ポティエ」）は、ローマ法に由来する錯誤類型―取引の種類に関する
錯誤 error in negotio、人に関する錯誤 error in persona、目的物に関する錯
誤 error in corpore sive in objecto、本質に関する錯誤 error in substantia
－を挙げ、それらを近代的意思理論と結び付けて錯誤を合意の瑕疵の一つと
して位置付けた。そして錯誤が合意を無効にするか否かという判断基準につ
いて、本質性と偶有性というアリストテレス学派の二分法を採用していた。
　他方で、18 世紀のコモン・ローでは、契約は（現代法でいうところの合
73　See , R.J. Pothier, A Treatise on the Law of Obligation or Contracts  vol. 1, trs WD Evans 
(London, A Trahan, 1806 ; reprinted Clark, NJ, The Law Book Exchange LTD, 6th printing 
2010), pt I, ch I, sI Art. III §1.
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意と約因ではなく）約束と約因によって構成された。ここでの約因とは、約
束を与える誘因となる理由や動機を意味しており、「約因の滅失」はこれら
の約束の理由や動機の不存在のことであった。そのため、約因の滅失法理は、
錯誤のために約束する理由が消滅した場合や履行が最初から不可能である場
合、あるいは約束する理由が契約成立時に不達成である場合に用いられた。
したがって、18 世紀の約因概念のもとで「約因の滅失」事件として扱われ
たものの中には、現代アメリカ法でいうところの相互的錯誤事件や履行不能
事件そして契約目的の不達成事件が含まれていた。
　18 世紀から 19 世紀にかけて、契約が特定物に対する権原を移転するもの
から、将来の履行のために意図的に結ばれた関係へと転換するのに伴い、契
約法は約因を中心として構成されるものから、合意を中心として構成される
ものへと移行し、旧来の約因滅失法理の下で解決が図られた事例の一部が錯
誤という概念の下で解決が図られることとなった。
　ケントとストーリーは、錯誤を約因の滅失と構成して旧来の約因滅失の法
理に錯誤を接合する一方で、エヴァンス版ポティエに範をとり、錯誤を同意
の不存在と構成し、部分的に本質的錯誤を顧慮要件としていた。しかしながら、
「本質性」をどのように判断するのかという点につき、ローマ法に由来する錯
誤類型に則した説明にとどまり、その判断要素については不明瞭であった。
（3）錯誤法理の発展 74  
① 社会的背景と契約法の概念
　19 世紀後半になり、経済発展がさらに加速すると、契約当事者らの主観
に着目することにより取引の安全が害されることを回避するため、主観主義
的意思理論は否定され、客観主義的意思理論へと比重が置かれるようになる。
約因に関しては、旧来の約因概念を経て、受約者が約束と引き換えに何かを
与えなければならず、それが受約者にとって不利益であるか、約束者にとっ
て利益となることを求める利益・不利益説へと変化した。
74　拙稿「アメリカ契約法上の錯誤法理の発展とドイツ法の影響」武蔵野法学 11 号（2019 年）
218 頁以下参照。
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② 取引上の異種物基準とドイツ法の影響
　このような過渡期の 1887 年にシャーウッド事件が判決されることとなっ
た。本件は性質錯誤に関する事案であり、「本質性」要件を採用しているが、
どのように本質性を判断するのかという点については、伝統的に、その 2 年
前に判決されたウッド事件Wood v. Boynton75 と比較して、前者は本質的性
質錯誤に関する事件であり、それは目的物の同一性に関する錯誤に準じて救
済されるのに対して、後者は単なる性質錯誤に関する事件であることを理由
に救済されなかった、と解釈されてきた。しかしながら、このようにローマ
法に由来する錯誤類型に基いて「本質性」を判断する場合、本質的性質錯誤
とは何かがあいまいであるという批判が加えられることになる。また、シャー
ウッド事件では約因滅失の法理に関連して当該錯誤が約因に対してどの程度
の影響を及ぼすのかという点も基準として採用されたが、約因は旧来の広範
な約因概念が否定され、利益・不利益説へと変化したことから約因滅失の法
理は契約の履行段階における問題を取り扱うこととなったため、契約の成立
段階の問題である錯誤について、判断基準とすることは不可能となった。
　そこで考えられたのが、シャーウッド事件で同様に採用された「そうであ
ると考えられていた物と取得された物の間に、実体的に完全なる相違がある」
か否かという基準を用いる方法であった。この最後の基準は、ドイツ法学者
サヴィニーの「異種物」基準を想起させるものであった。サヴィニーは法
律行為を無効にする本質的錯誤として法律関係の性質に関する錯誤 error in 
negotio、法律関係の相手方に関する錯誤 error in persona、および法律関係
の客体の同一性に関する錯誤 error in corpore を挙げたうえで、目的物の本
質的性質に関する錯誤 error in substantia は、元来本質的な錯誤ではないが、
例外的に同一性錯誤 error in corpore と同視しうべき程度のものであるとき
は、それに準じて無効にするとしている。その上で同一性錯誤と同視しうべ
き程度のものとは、実際の取引を支配する観念上、物が実際に属するとは別
の物の種類に入れられなければならない場合のことを指すとしている。
　しかしながら、本質性要件の判断基準として「異種物」基準を採用する見
解は、その後英米法において否定されることになる。その否定の先駆者となっ
75　64 Wis. 265; 25 N.W. 42 (Wis. 1885).
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たのが、ホームズである。彼は、意思理論を否定し、契約を約束と約因によっ
て構成されるものとしたうえで、相互的錯誤事件を当事者間の本質的な契約
条項の不一致と再構成している。そして、その本質性の判断要素として、本
質的性質錯誤に関連して従来は当該性質が「取引上支配的な観念に従って」
目的物の本質をなすようなものであることが要求されてきたが、目的物の性
質が本質的であるか否かは当事者らの合意によって決まるとして、契約当事
者らの意思解釈の問題と位置付けた。
　もっとも、ホームズは、どのようにしてその意思解釈により本質性を判断
していくのか、という点については明らかとしなかった。
（4）錯誤法理の転換－ウィリストン、コービンから第二次契約法
　　リステイトメントへ
　20 世紀に入り、錯誤要件について、より洗練された方法が発見された 76。
　ウィリストンは、「両当事者が一定の事実状態が存在することを前提とし、
その前提を信頼して契約を締結した場合、当該前提が誤っていたときには両
当事者は取引から救済されるべきであ」ると述べ、錯誤の本質性要件に代わ
るものとして「基本的前提 fundamental assumption」という要件を提唱し
た 77。
　他方でコービンは、すでにパターソンによって提唱されていた法律問題の
リスク分析 78 という考え方を発展させ、当事者が、現実の事実が望んでいた
ようなものではない可能性とその結果（リスク）を引き受けていたとき、錯
誤に基づく救済を得ることはできない、という別の解決方法を普及させた。
コービンは、「慣習又は合意によるリスクのエクイティ上の分配」と表する
項目のなかで、「何らかの要素 factor の存在又はある出来事の発生のリスク
76　See , James Gordley, The Philosophical Origins of Modern Contract Doctrine  (Clarendon 
Press, 1991), 199.
77　Samuel Williston, Law of Contracts  (Baker, Voorhis & Co., 1920), §1544.
78　Edwin W.Patterson, ‘The Appointment of Business Risk Through Legal Devices’, 24 
Colum.L.Rev. 335 (1924).
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が、条項に合意する際に意識的に考慮に入れられているとき」、「不確実性に
気付いており、将来に関する意識的不知がある」ため、リスクが引き受けら
れている、としている 79。
　第一次契約法リステイトメントはウィリストンによって起草されたが、客
観主義的意思理論に基づき、錯誤を同意の瑕疵と構成した。その錯誤要件に
つき、ウィリストンによって示された解決方法は第一次契約法リステイトメ
ント 80 において①「基本的前提 basic assumption」として採用され、第二次
契約法リステイトメント 81 においても踏襲された。他方で、コービンによっ
て示された解決方法は、第一次契約法リステイトメント 82、第一次原状回復法
リステイトメント 83、及び第二次契約法リステイトメントにおいて要件③「錯
誤のリスク負担」として、採用された。さらに、要件②「重大性」は、伝統
的な本質性要件で斟酌されていた錯誤の影響の大きさを考慮する要件として
第二次契約法リステイトメントで、採用された。
　相互的錯誤の指導的判例とされたシャーウッド事件は、第二次契約法リス
テイトメントが公表された翌年に、レナウィー郡事件 Lenawee County Bd. 
of Health v. Messerly84 によって判例変更されたのであるが、本件では第二
次契約法リステイトメントの錯誤要件③「錯誤のリスク負担」に基づき判決
が下された。そして、今日においてもなお、第二次契約法リステイトメント
の錯誤法理は数多くの州において判例法とされている 85。
79　Arthur L. Corbin, Contracts  vol. 3, (West Publishing, 1951), §598.
80　See , Restatement, Contracts, Preliminary Draft No.55 prepared by Samuel Williston, 
Reporter (1930), § 123A; Restatement, Contracts § 502.
81　See , Restatement, Second, Contracts §§ 152, 153.
82　See , Restatement, Contracts § 49.
83　See , Restatement, Restitution § 11.
84　331 N.W. 2d 203 (Mich. 1982).
85　例えば、リスク負担に言及した近時のものとして、Bratt Enterprises, Inc. v. Noble 
International, LTD., 182 Fed.Appx. 435 (Fed.App., 2006); Effective Builders, Inc. v. Yeager, 
2019 WL 5092919 (Mich.App., 2019) 等がある。
（140）
改正民法における動機錯誤と錯誤のリスク負担
312
（5）小括
　アメリカ契約法の錯誤法理は大陸法に由来する主観主義的意思理論に基づ
いて生成され、錯誤要件として「本質性」が導入された。その後、救済され
る本質的性質錯誤と救済されない単なる性質錯誤の違いを説明するためにド
イツ法学者サヴィニーによる取引上の「異種物」基準の導入が試みられたた
ものの、当事者意思の尊重を理由に否定された。このことから、アメリカ契
約法の錯誤法理は「いずれの錯誤が救済に値するのか」という判断基準とし
て本質性要件が内包する理論的説明の困難を打開するため、本質性要件に代
わり、第二次契約法リステイトメントでは①「基本的前提」、②「重大性」
の各要件とともに③錯誤のリスク負担を新たに導入したといえよう。他方で、
我が国の錯誤法理は、動機錯誤のうち「いずれの錯誤が救済に値するのか」
という判断基準として①錯誤要件の構成及び「動機錯誤」の判断基準、②「動
機錯誤」を顧慮する追加的要件、並びに③「要素」概念の判断基準が用いら
れている。したがって、この点に着目するのであれば、アメリカ契約法上の
①「基本的前提」、②「重大性」及び③「錯誤のリスク負担」と我が国の錯
誤法理における①「動機錯誤」の判断基準、②「動機錯誤」を顧慮する追加
的要件、及び③「要素」概念は、同様の機能を果たしているものと考えられる。
　そこで以下では、要件③「錯誤のリスク負担」の意味内容及び判断基準を
明らかとしていくこととする。
3. 第二次契約法リステイトメントにおけるリスク負担概念と
　その判断基準 86
（1）意義
① 錯誤のリスク
　「錯誤のリスク」とは二義的な意味で理解される。第一は、錯誤自体と、
その結果として生じるであろう何らかの不利益の発生可能性及びその範囲で
あり、第二は、契約当事者の一方又は双方が錯誤に陥った場合、それに対し
て負う責任のことである。
86　拙稿・前掲注（43）61 ‐ 75 頁参照。
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② 錯誤のリスク負担・配分
　以上を前提とした場合、錯誤のリスクを負担・配分することとは、契約
当事者の一方又は双方が錯誤に陥った場合に、錯誤から生じる不利益をい
ずれの当事者が負担するのか、又はいずれの当事者に配分するのか、とい
うことを意味することになる。
　では、「錯誤から生じる不利益」とは何か、さらにそれを負担ないし配分
するとは、具体的にどのようなことなのだろうか。信頼利益の賠償を度外視
して、契約の拘束力の問題のみに焦点を当てると、以下のように理解される。
　まず、一方的錯誤においては、錯誤者がリスクを負担している場合ない
し錯誤者にリスクが配分されている場合、錯誤者は錯誤を根拠に契約を取
消すことができず、本来意図していたものとは異なる内容を有する契約に
拘束されるという不利益を負うこととなる。それに対して相手方が錯誤の
リスクを負担している場合、ないしその者にリスクが配分されている場合
には、錯誤者が錯誤を根拠に契約を取消すことにより、相手方は本来期待
していた契約が拘束力を持たなくなるという不利益、あるいは契約に対す
る期待が裏切られるという不利益を負うこととなる。
　次に、相互的錯誤においては、双方ともに錯誤に陥っているが、その錯
誤によって不利益を被る当事者がリスクを負担している場合、ないしその
者にリスクが配分されている場合、錯誤を根拠に契約を取消すことができ
ず、その不利益を被ることになる。それに対して、その錯誤によって不利
益を被ることがない当事者（多くの場合、それによって利益を得る当事者）
がリスクを負担している場合、ないしその者にリスクが配分されている場
合には、当該契約が取り消されることを甘受する（利益を得る可能性があっ
たときには、その利益が得られなくなることを甘受する）ことになる。
（2）分類
　このような「錯誤のリスク」という概念は、非常に多様な場面を想定して
用いられている。そこで、そのような状況を整理するために、以下では小林
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説によって提唱された、広義と狭義の二種類に分類する視点を導入すること
とする 87。
　広義のリスクとは、当事者のいずれがどのような場合に錯誤に対する責任
を負担すべきかという、当事者間における錯誤の分配に関する問題である。
他方で狭義のリスクとは、他の事情がどうであれ、常に錯誤者自身において
錯誤のリスクを負担すべき場合のことであり、仮にほかの錯誤主張要件が備
わる場合でも、特に錯誤主張を阻害する事情として考慮されるものである。
　小林説に則してアメリカ契約法上の錯誤法理を理解すると、錯誤主張要件
のうち、相互的錯誤における①基本的前提、②重大な影響、④無重過失、お
よび一方的錯誤における⑤非良心性又は⑥相手方による認識可能性若しくは
錯誤の惹起は、当事者のいずれが錯誤に対する責任を負担するかという広義
のリスク配分の判断要素となる。それに対して、要件③錯誤のリスク負担と
は、上述の①、②、④、⑤、⑥の錯誤主張要件が備わる場合でも、特に錯誤
主張を阻害する事情として考慮される狭義のリスク負担のことを指すもので
ある。
（3）狭義のリスク負担の判断基準
① 序論
　第二次契約法リステイトメント第 154 条 (a) ～ (c) 項は、狭義のリスク負担
の判断基準として、(a) 合意による負担、(b) 意識的不知、(c) 裁判所による配
分を挙げている。
② 合意によるリスク負担
　同条 (a) 項では、当事者間の合意によって、いずれが錯誤による不利益を負
担するのかが決められている場合には、その合意に従う旨が定められている。
　これには、契約当事者が錯誤のリスク配分について意識的に合意する場合
のみならず、例えば売買契約において目的物を「現状有姿 as is で」引き渡
すという条項 as is clause のように、契約条項から一方当事者にリスクが課
87　小林一俊『錯誤法の研究〔増補版〕』（酒井書店、1997 年）459 頁以下参照。
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せられていると判断される場合も含まれる。ただし、契約内容が不公平であ
る場合には、非良心性の法理により、その効力は否定される。
③ 意識的不知
　同条 (b) 項は、たとえ錯誤者が錯誤のリスクを負担する旨の合意をしてい
なかったとしても、その者が錯誤に関連する事実について契約締結時に限定
された知識しか有していないことを認識していたにもかかわらず、契約を締
結した場合には、その者は錯誤のリスクを負担するものと規定している。そ
して、そのような場合のことを、意識的不知という。
　具体的には、以下のような設例が挙げられている。売主 A と買主 B の土
地の売買契約において、当該契約は A が雇った測量士の報告書に基づいて
締結されたが、土地の価格は 1 エーカーあたりの価格の合計ではなく、一区
画の総額とされた。A は契約交渉過程において「測量士の報告書に重大な
誤りがあった場合には、それにより不利な影響を受ける当事者は当該契約
を解除できる」とする旨の条項を契約書に含めることを B に提案したが、B
は拒否したという経緯があった。それにもかかわらず A は B と契約したが、
当該契約締結後、測量士の計算間違いにより、実際の面積は報告書に記載さ
れていたものよりも 10％多かったことが判明したとする。この場合、売主
A は、測量士の報告書に誤りがある可能性を認識したうえで、解除条項を
挿入しない契約を B との間で締結したことから、意識的不知を理由として
錯誤のリスクを負担していたものと認められる。
④ 裁判所のよる配分
　同条 (c) 項によると、たとえ契約当事者が合意や意識的不知によって錯誤
のリスクを負担していなかったとしても、裁判所が契約の一方当事者に錯誤
のリスクを負担させることが「合理的」であると考えられる場合には、その
者は錯誤を理由として契約の取消しは認められないという。ここでいう「合
理性」は、当事者らの目的や交換的取引における人間の行動に関する一般認
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識を基準として判断するという。より具体的には、ファンズワースは教科書
の中で、以下の二つの事例を挙げて説明している。
　第一の事例は、農地の売買契約締結後、当事者らが想定していた以上に価
値ある鉱物が当該土地に含まれていることが判明した場合である。第二の事
例は、建物の建築請負契約締結後、当事者らが想定していた以上に土地に岩
石が多く含まれていることが判明し、その結果、予算より多くの工事費用が
掛かってしまう場合である。上述の事例はいずれも契約締結時の基本的前提
に錯誤があり、かつそれは合意された履行の交換に重大な影響を及ぼすもの
である。しかし、第一の事例に対しては不動産取引の終局性に重きを置く政
策的観点から、鉱物の存在に関するリスクを農地所有者である売主に負担さ
せ、売主は実際有する価値よりも安価で売却するという不利益を負担させる
ことが合理的であるという。それに対して第二の事例では、建築業者は一般
的に下層土の状態を判断するのにより高度な専門技術を有するという観点か
ら、下層土に岩石が含まれているという錯誤のリスクは建築業者に負担させ、
実際の工事費用よりも安い対価で工事を請け負うという不利益を負担させる
ことが合理的であるという。
4. 錯誤のリスク負担概念の理論的根拠
（1）契約法全体における位置付け―契約自由の原則と錯誤の狭義の
　　リスク負担 88
① 序論
　要件③「錯誤のリスク負担」は契約法理論においてどのように位置付けら
れるのかを明らかとするために、以下では、はじめに契約法の基底をなす契
約自由の原則と情報収集・分析における自己責任について論じ、次に契約法
における狭義のリスク負担について検討する。
② 契約自由の原則
　契約自由の原則は、二つの側面を持つということができる 89。
　第一の側面として、個人は他人の自由を侵害しない限り、国家による制約
88　拙稿・前掲注（43）48 － 54 頁参照。
89　See , Printing and Numerical Registering Co. v. Sampson (1875), L. R. 19 Eq. 462, at 465. 
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を受けることなく、自由に契約することができる。第二の側面は、国は当事
者が自由に締結した契約の内容をできるだけその通りに、裁判所を通じて実
現しなければならない、というものである。英米法ではこれを特に契約の神
聖性 sanctity of contract という。
　契約自由の原則は、18世紀後半から 19世紀に形成された古典的契約法の基
本的原則である。これは、自然法とレッセ・フェールを思想的背景として、自
由かつ自発的な交換が経済的繁栄をもたらすという信念の下で導入された 90。
③ 情報に関する自己責任
　契約の締結及び内容に関する自己決定を行う前提として、契約当事者には、
契約に関する情報につき、自己責任が求められる 91。
　情報に関する自己責任は、収集と分析という二つの側面に分けて考えられ
よう。第一に、当事者は、情報を量的に十分に収集する点と、質的に確実な
情報を収集する点の両者に対して、自己責任が求められる。そして、量的に
不十分な情報や質的に不確実な情報を基にした判断から生ずる不利益につい
ては、その情報収集に責任を負う者が負担しなければならない。第二に、契
約当事者は、たとえ十分かつ確実な情報を収集したとしても、その情報を的
確に分析していない場合、契約当事者はそれによって生ずる不利益に対して
も責任を負わなければならない。
④ 契約自由の原則と錯誤のリスク負担
1） 広義のリスク負担
　自由な経済活動を認める社会において、その形成員は、自由かつ理性的な
意思決定によって法律関係を形成していく、強く自律的な個人であることが
90　Stephen A. Smith, Atiyah’s Introduction to the Law of Contract   6th ed., (Oxford 
University Press, 2005), 9-20; Linda MulCahy, Contract Law in Perspective , 5th ed. 
(Routledge/Cavendish, 2008), 25-36; 佐藤正滋「英法と契約自由の原則」金沢法学 33 巻 1・2
合併号（1991 年）9‐ 14 頁、望月礼二郎『英米法〔新版〕』（1997 年、青林書院）320 － 321
頁。契約自由の原則の史的変遷については、P.S. Atiyah, The Rise and Fall of Freedom of 
Contract  (Oxford University Press, 1979) 参照。
91　情報の収集と自己責任に関して、野澤正充「情報提供義務（説明義務）違反」法教 273
号（2003 年）34 頁、山田・前掲注（4）181 頁参照。
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前提とされ、そのような個人には、自己決定が認められるのと同時に、自己
責任が求められるのである。
　しかしながら、一定の場合において自分が行った自己決定に対する責任を
その者に問うことができない場合があり、そのうちの一つが錯誤である。そ
して、錯誤のうちどのような場合に自己決定と自己責任が分離することが認
められるのか、その結果として生じる不利益を契約当事者のどちらに分配す
るのかを問題とするのが「広義のリスク」といえよう 92。そこでは、主とし
て表意者の契約の締結及び内容に関する意思決定（自己決定）の瑕疵が問題
とされてきた。
2） 狭義のリスク負担
　それに対して、狭義のリスク負担を定めた要件③「錯誤のリスク負担」に
つき、社会の構成員である個人が自己決定をする前提となる「情報」の観点
から分析すると、以下のように言うことができるであろう。
　(a)「合意によるリスク負担」は、契約書に示された当事者の合意を解釈す
ることによっていずれの当事者が錯誤のリスクを負担することとなるのかを
判断する。契約当事者間の合意の解釈とは、契約締結時に有する情報をもと
に締結した契約内容を確定することであると同時に、契約締結に当たって考
慮された情報が不十分ないし不確実であったために、契約締結時に想定して
いたものとは異なる内容の契約が効力を有する場合に、誰がその責任を負う
のか、ということをも確定することであり、同項は後者に着目した規定であ
る。
　(b)「意識的不知」は、英米契約法が口頭証拠排除法則などにより契約の
解釈の対象を主として契約書面に示された文言に限定するのに対して、広く
契約交渉過程全体から解釈し、契約の前提となった情報の収集が不十分又は
不確実であり、それによって不利益を被る可能性があるということを認識し
たうえでなおも契約締結をしたという当事者の言動に着目することで、契
92　錯誤を自己決定原則と自己責任原則との調整問題と捉えるものとして、児玉寛「法律行為と
法秩序」私法 53 号（1991 年）212 頁。
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約締結時に期待していたものとは異なる内容の契約が効力を有することにつ
き、その者が責任を負うことを確定することに他ならない。
　(c)「裁判所による配分」は、裁判所が諸般の事情を考慮した上で当事者間
の利益衡量を行い、いずれの当事者が錯誤のリスクを負担すべきかを判断す
ることになる。より具体的には、農地売買に関する事例では鉱物の存在に関
するリスクは農地所有者が負担し、建築請負契約に関する事例では下層土の
状態に関するリスクはより高度な専門技術を有する建築業者が負担すること
が示されていた。それらを前提とするならば、目的物をはじめとする契約内
容に関する情報へアクセスするのにどちらの当事者がより容易であるかとい
う点に着目して裁判官が総合的に判断することになる。
　以上から、狭義のリスク負担の問題は、契約締結及び契約内容に関する意
思決定自体の瑕疵というよりも、むしろ意思決定の基礎となった情報が不十
分ないし不確実であったために予想外の事態が生じたときに、誰がその責任
を負うべきなのか、を決定すべきものであることが明らかとなる。この狭義
のリスク負担はいわば、契約締結時の意思決定（自己決定）の基礎となった
情報の不確実性に関する理論と言えよう。
⑤ 狭義のリスク負担と意思
　そこで、狭義のリスク負担に関しては、自己決定・自己責任の根拠となる
契約当事者の意思との関係で、以下のような疑問が生じる。第一に、狭義の
リスク負担とは、意思とは無関係の基準であって、意思に取って代わるもの
なのか、あるいは日本民法でいうところの意思解釈の基準となるものなのか、
第二に、狭義のリスクが意思と無関係のものであるとすれば、意思とリスク
配分は並存していくのか（多元的）、あるいはリスク配分が支配するのか（リ
スク配分に一元化）。
　まず (a) は、合意を基準として錯誤のリスクを負担しているか否かが判断
されている。そのため当然のことながら、その根拠は当事者の意思とされる。
次に (b) は、情報の欠如・不確実性を認識した上で、なおかつ契約を締結し
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た点を考慮して、その者が錯誤のリスクを負担することとされている。した
がって、この場合も書面に現れた当事者の意思に限定されない、広い意味で
の当事者の意思を基準に判断していることとなる。最後に (c) は、情報の所
在とそれへのアクセスの容易さ等を考慮したうえで、裁判官の裁量によって
錯誤のリスクが配分されることとなる。
　以上から、第一の疑問点に関しては、(a) と (b) は意思の中身を具体化した
ものであり、日本民法でいうところの意思解釈ないし契約解釈の基準となる
ものといえる。それに対して (c) は意思とは無関係の基準であり、意思に取っ
て代わるものと解される。その結果、第二の疑問点に関しては、意思に基づ
くリスク配分と意思以外の基準によるリスク配分は並存するという答えが導
き出される。
⑥ 小括
　以上から、狭義のリスク負担は、契約締結時の意思決定の前提となる情報
収集の失敗に対して誰が責任を負うのかを定めたものといえる。では、契約
当事者は情報収集に対してどの程度の責任が求められているのだろうか。
　(a)(b) ともに情報に関する自己責任が求められ、この原則の下で自ら情報
を収集、分析し、それを前提として自らの意思に基づいてリスク負担の合意
(a) ないし情報の不確実性を認識した上での契約締結 (b) をしたことに対して
責任が問われる。したがって、契約当事者は情報収集に対して最大限の責任
が求められている。
　それに対して (c) は、自己決定（意思決定）において「情報」が判断要素
となる点を重視して、当事者が自らの意思によって錯誤の結果生じる不利益
を負担していなかったとしても、「情報」に対してどちらの当事者がより容
易にアクセスできるか、という客観的事情に応じて、責任を負うことが求め
られることになる。これは、情報へのアクセスが困難な地位に立つ当事者を
保護することを目的としたものであり、商人ないし事業者に対する「消費者」
のみならず、対等な地位に立つと考えられる商人間においても適用される点
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で、より一般条項的な機能を果たすこととなる。これは、当事者の意思のみ
を根拠としたのでは、合理的ないし衡平な結論に達することができない、す
なわち正義を実現することはできないことを考慮したうえでの規定であると
いえよう。
（2）狭義のリスク負担の統一的原理―法と経済学の試み 93
① 序論
　さらに、要件③「錯誤のリスク負担」について、二つの疑問が生じる。第
一に、 (c)「裁判所による配分」は情報の所在およびそれへのアクセスの容易
さによってリスク負担の有無が判断されるが、それはどのような理論的根拠
によるのか。第二に、要件③「錯誤のリスク負担」の下で (a)・(b) 意思に基
づくリスク配分と (c) 情報の所在それへのアクセスの容易さという異なる次
元の基準を示しているが、これはどのような統一的な原理で説明することが
できるのだろうか。
　この点に関して、第二次契約法リステイトメントは注釈において明示的に
論じていないが、参考文献として「法と経済学」の観点から「錯誤とリスク
負担」について論じたクロンマンによる論文「錯誤、開示、情報、および契
約法Mistake, Disclosure, Information and the Law of Contracts」（以下、「ク
ロンマン論文」）を挙げている 94。そこで本節では、この論文を一つの手がか
りとして第二次契約法リステイトメントの公表当時、「法と経済学」の観点
から上記二つの問題についてどのように統一的に説明することができると考
えられていたのか、を明らかにすることとする。
93　拙稿「『錯誤のリスク負担』の指導原理―法と経済学の試み」武蔵野大学政治経済学研究第 3
号（2011 年）93 頁以下参照。
94　Restatement, Second, Contracts, §154, Reporter’s Note; Anthony T. Kronman, ‘Mistake, 
Disclosure, Information, and the Law of Contracts’, 7 J. Leg. Studies 1(1978)（この論文の部
分訳として、アンソニー・T・クロンマン著、鹿野菜穂子訳「錯誤、開示、情報および契約法」
ロバート・A・ヒルマン・笠井修編著『現代アメリカ契約法』（弘文堂、2000 年）所収 382 －
390 頁がある）; また、クロンマン論文を前提としてわが国の錯誤法を経済分析したものとして、
林田清明「錯誤の経済分析（I）（II・完）A.T. クロンマン所説とわが錯誤法」経済論集（大分
大学）35 巻 1 号 90 頁以下、同 2号 123 頁以下がある。
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 ② 法と経済学とは何か
　「法と経済学」とは、近代経済学のうちミクロ経済学の理論や手法を用いて、
効率性という観点から法制度や法準則のみならず、慣習等の様々なルールを
分析する学問的潮流のことをいう。「法と経済学」は、1960 年代初頭に誕生
したが、アメリカの法学教育および法学研究に劇的な衝撃を与えたのは、ポ
ズナーによる教科書『法の経済分析』が 1973 年に出版されてからである 95。
　経済学は、「資源は希少である」ことを基本的な前提としている。そして、
社会が希少な資源から最大限のものを得ている状態を効率（性）というのだ
が、この限りある資源をいかに効率的に配分し、利用するのかを明らかにす
ることが、経済学の主要課題とされてきた 96。経済学は、資源配分をつかさ
どる最も重要な社会制度である市場を主な分析対象としているが、市場以外
にも様々な資源配分の制度があり、「法と経済学」は、資源配分を行う一つ
の制度として法体系や司法制度を捉えている 97。
　
③ 合理的行為者モデルと「法と経済学」
　クロンマン論文が公表された 1970 年代の「法と経済学」研究の特徴として、
法の「理論的な」経済分析は、限られた数の基本的な経済学の概念から法（理）
学上の問題の解決案を得ることができることを前提としている点が指摘され
ている98。その主要な経済原理が、合理的行為者モデルと言われるものである。
　ミクロ経済学では、経済活動を行う者は、「合理的 rational」であると仮
定されている。すなわち、行為主体は、効用（個人の幸福や満足度をあらわ
す尺度）や利潤といった自己利益を最大化する行動をとるものと仮定されて
いる 99。なお、ここでいう自己利益とは自分本位のことではなく、他人の幸
95　See , Daniel Ostas, ‘Postmodern Economic Analysis of Law: Extending the Pragmatic Vision 
of Richard Posner’, 36 Am.Bus.L.J. 193, 193-194 (1998).
96　金森久雄ほか編『経済辞典（第 4版）』（有斐閣、2002 年）498 頁。
97　 常木淳「『法と経済学』―その意味と構造」法セミ 652 号 47 － 48 頁（2009 年）。
98　Gary Minda, Postmodern Legal Movements  (New York University Press, 1995), 88.
99　Cento Veljanovski, Economic Principles of Law (Cambridge University Press, 2007) 20; 平野
仁彦ほか『法哲学』（有斐閣、2002 年）254 － 255 頁。
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福も個人の満足の一部であるとされている 100。このような合理的行為者モデ
ルから、三つの根本的な概念が導き出された 101。そのうちの一つが、「自由な
意思に基づく交換が許される場合に資源はその価値が最大化する方向へと導
かれる」という原理であり、これは経済学上、効率性と言われるものである。
そして、初期の「法と経済学」研究は、コモン・ロー裁判官はある権利を最
も高く評価する者に当該権利を配分することにより、判決において効率的な
結果に近似させることができる、と論じた。また、この「近似原則」に代わ
るものとして、法と経済学者たちは、法によって取引費用（契約締結にかか
る費用等、取引のために必要な費用）を最小化することにより、効率的な結
果が達成される、と論じた 102。
④ 錯誤、錯誤のリスク負担と「法と経済学」―クロンマンによる分析を
　 中心として
1） 序論
　以下ではまず、クロンマン論文を理解する前提として、カラブレイジによっ
て提唱された「最安価費用回避者」という概念を概説した上で、クロンマン
論文の概要について論じ、最後に狭義のリスク負担の統一的原理を探求する
こととする。
2） 最安価費用回避者
　カラブレイジは 1970 年に出版された著書『事故の費用The Cost of 
Accidents 103』で、事故法を経済学的観点から体系的に論じているが、そのな
かで、事故法の目標を「事故費用（事故から発生する損失）と事故回避費用
の合計を最小化する」ことであると提起した 104。カラブレイジによると、事
100　Richard A. Posner, Economic Analysis of Law 2nd ed., (Little, Brown and Company, 1977), 3.
101　Id . at 4-10; Minda, supra  note 98 at 89-90. このうち二つは需要法則 the law of demand と機
会費用 opportunity cost である。その詳細につき、see , Posner, id .
102　Minda, id.  98 at 90.
103　Guido Calabresi, The Cost of Accidents: A Legal and Economic Analysis  (Yale University 
Press, 1970) （日本語訳として小林秀文訳『事故の費用』（信山社、1993 年））.
104　Id . at 26 （小林・前掲注（103）32 頁）.
（152）
改正民法における動機錯誤と錯誤のリスク負担
300
故あるいは少なくともその費用を回避することができた者が事故から発生す
る損失に対して責任を負い、損害賠償を支払う場合、事故費用と事故回避費
用の合計は最小化され、その結果、もっとも効率的に事故を減少させること
ができるという。そこで、カラブレイジは、事故費用と事故回避費用の合
計を最小化し得る者を「最安価費用回避者 cheapest cost avoider」と呼ん
だ 105。
　なお、カラブレイジは、事故訴訟の原告と被告に限らず、さらに第三者も
加えて、その中から最安価費用回避者を見つけ、その者に損害を負担させる
ことを主張している 106。
3） クロンマンによる「錯誤のリスク負担」の経済分析
　クロンマンは、錯誤を契約上の合意の前提となった事実に関する誤り
error と捉え、経済的観点から見て、錯誤のリスクは費用を表すという。そ
の費用は、契約当事者自身のみならず、社会全体に対する費用である。なぜ
ならば、錯誤が現実に発生することにより、事物を最も高く評価する者にそ
れを配分する過程にかかる費用（すなわち取引費用）は、常に（潜在的に）
増加するからである。この費用を減少させるには、基本的に二つの方法があ
る。すなわち、契約当事者の一方又は双方が、錯誤が発生するのを予防する
措置を取ることと、保険に加入することである。このうち、クロンマンは前
者に限定して論じている。というのも、ほとんどの錯誤は合理的費用をかけ
ることで予防され得るからである。
　ところで、情報は錯誤を予防する手段である。その情報は生み出すのに費
用がかかるが、ある者は他人と比べてより安価に適切な情報を収集すること
ができる。そこで契約当事者が合理的に行動する場合、より安価に情報収集
できる契約当事者に錯誤発生のリスクを配分することにより、潜在的な錯誤
105　Veljanovski, supra  note 99 at 5-6.
106　Calabresi, supra  note 103 at 136-138 （小林・前掲注（103）155 頁以下参照）. 「最安価費用
回避者」の説明につき、小林秀文「アメリカ不法行為法における新潮流（一）」法学志林 80
巻 2 号（1990 年）1 頁以下（特に 30 － 32 頁）、平野晋『アメリカ不法行為法』（中央大学出
版部、2006 年）221-222 頁参照。
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について当事者が互いに負担する費用を最小限とすることができる。
　このような考えを前提として、クロンマンは、錯誤のリスク負担について、
以下のようなルールを示す。契約当事者が契約締結時に、錯誤が発生した場
合の損失をいずれの当事者が負担するのか、という点について合意していた
とき、それに従うことになる。しかし、その点について契約当事者が合意し
ていない場合、裁判所は取引費用を減少させて効率的に資源を配分するた
めに、契約当事者双方のうちいずれがよりよく（より安価に）情報を収集で
きる者 the better (cheaper) information-gatherer であるのかを判断し、そ
の者に錯誤のリスクを課すことになる。クロンマンはまた、情報が錯誤を予
防できるという見解から、リスクを課すべき者を、よりよく（より安価に）
錯誤を回避できる者 the better (cheaper) mistake-preventer とも呼んでい
る 107。では、どのようにして、よりよく（より安価に）錯誤を回避できる者
を決定するのだろうか。クロンマンはこの点について、相互的錯誤と一方的
錯誤を分けて論じている。
　第一に、相互的錯誤については、錯誤の性質 nature や契約当事者の（経
済的）役割や立場を詳細に調査することによって、決定するという 108。
　第二に、一方的錯誤について、クロンマンは、錯誤発生の前後で異なる基
準を示している。それによると、錯誤発生前までは、錯誤者は例えば契約書
を注意深く読むことなどによって自らの錯誤を回避することができるため、
錯誤者に錯誤のリスクを課すことによって、錯誤にかかる費用を最小化する
ことができることとなる 109。それに対して錯誤発生後から契約成立までの間
に相手方が錯誤を知りうべきとき、すなわち、わずかな費用で錯誤を発見す
ることが可能なとき、その者は情報にアクセスするのに優位な立場におり、
錯誤者に錯誤を開示してその誤りを矯正させることが可能である。したがっ
て、相手方が錯誤を知り又は知りうべきときには、その者に錯誤のリスクを
課すことで、よりよく（より安価に）錯誤を回避することができると判断さ
れる 110。
107　Kronman, supra  note 94 at 2-4.
108　Id . at 5.
109　Id . at 6-7.
110　Id . at 8.
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　ところで、クロンマンによると、情報は「意図的に収集された情報」と「偶
然に収集された情報」の二種類に分けられるという。「意図的に収集された
情報」とは、それを収集するためには、どんなに莫大であったとしても、当
該情報が現実に生み出されるという見込みがなければかからなかったであろ
う費用を伴う情報を意味している。この費用には、直接的な調査費用（たと
えば、企業の年次計算書を検討するための費用）のみならず、専門技術の向
上のために最初にかかる費用（たとえば、ビジネス・スクールの学費）も含
まれる。それに対して、たとえば偶然にバス内での会話を耳にして価値ある
情報を収集した場合のように、情報を収集するための費用（この場合、バス
代）は、情報収集のためでなくてもかかるような場合には、その情報は「偶
然に収集された情報」と分類されることになる 111。
　このような情報の区別は、相手方に錯誤に関する情報開示義務を課すか否
かの判断基準となるほかに、契約当事者のいずれがよりよく（より安価に）
錯誤を回避できるのかを判断する際にも有用な基準であるという。すなわち、
一方的錯誤について錯誤発生後から契約成立までの間に、相手方が錯誤を知
りうべきである場合、それに関する情報を意図的に収集した場合には費用が
掛かっているが、情報が偶然に収集された場合には費用が掛からないため、
相手方はより安価に錯誤を回避することができることとなる。そして、通
常の一方的錯誤に関する事例では、情報は偶然に収集されている。したがっ
て、一方的錯誤の場合に相手方がその錯誤を知りうべきときには、契約取消
しが認められるという判例法は、以上のような経済分析と一致することとな
る 112。
　しかしながら、情報を収集するのに意図的な投資をしたのか否かを判断す
ることは、ほぼ不可能である 113。そこでクロンマンは錯誤の開示義務につい
て代替手段として、例えば市場状態や売買目的物の瑕疵のように情報を類型
化し、それらについて開示・非開示の包括的準則を一様に適用することを提
案している。
111　Id . at 13-16.
112　Id . at 16, 32-33.
113　Id . at 15.
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4） 小括
　クロンマン論文を前提として、第二次契約法リステイトメントに設けられ
た狭義のリスク負担の判断基準を統一的に論じるとすると、以下のようにい
えるであろう。
　契約は基本的履行に関する合意とリスクに関する合意の二つに分けること
ができる。そして、錯誤のリスクに関する合意があれば、それに従うことと
なる。なぜならば、契約当事者は合理的であり、自由な意思に基づいて自己
利益を最大化する合意をしていると仮定されるからである。また、合意があ
るにもかかわらず、リスク分配を別途行うことで、さらに取引費用がかかる
ことになる。そのような合意がない場合、契約両当事者のうち、いずれがよ
りよく（より安価に）錯誤を回避できるかを判断し、その者に錯誤のリスク
を負担させることにより、効率的に錯誤の発生を減少させることとなる。ク
ロンマンは広義のリスクについて論じているが、第二次契約法リステイトメ
ントは、錯誤は情報を収集することによって回避することができることから、
契約の意思決定の前提となる情報が不確実であった場合のリスク（狭義のリ
スク）について、当該情報へアクセスするのにより優位な立場にいる者は、
よりよく錯誤を回避できると判断することになる。なお、情報には「意図的
に収集された情報」と「偶然に収集された情報」とで収集に費やした費用が
異なり、この点を考慮したうえで錯誤者と相手方のいずれがより安価に錯誤
を回避できるか、判断することとなる。しかしながら、情報収集に際して意
図的に投資したか否かを判断することは極めて困難である。そこで、代替案
として、情報を類型化し、各類型に応じていずれの当事者がより安価に錯誤
を回避することができるのかを判断する方法が考えられる。
　以上から、情報収集の方法とその費用の多寡を基準にして、より安価にリス
ク回避できる者を決定すると説明することにより、統一的に論じることとなろう。
（4）考察―パラダイムシフト？
　アメリカ契約法における錯誤の狭義のリスク負担は、近代私法が前提とし
た自己決定基盤とそれに基づく古典的な契約成立プロセスを出発点とし、自
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己決定に必要な情報へのアプローチにつき、契約交渉過程において一方当事
者に情報提供義務を課すことによって情報の対称性を図るのではなく、契約
成立後に当該契約の拘束力を考慮する際に情報へのアクセスを考慮する立場
といえる。また、これは消費者契約等に限定して適用されるものではないこ
とから、消費者契約や投資取引における契約当事者の属性や専門性に着目す
るのではなく、自己決定に必要な情報の所在とそれへのアクセスという観点
から修正を図るという点で広く一般的に適用可能なものとなっている。これ
はすなわち、対等な地位にある当事者間の情報の対称性を前提とする伝統的
な契約理論・錯誤理論から、情報格差・交渉力格差のある当事者間における
情報の非対称性という視点を導入した理論への移行といえる。
　以上から、アメリカ契約法における錯誤のリスク負担は、古典的な契約プ
ロセスのなかにおける修正原理の一つであり、契約理論のパラダイム転換へ
の過渡的段階の一つの現象とみることも可能であろう。
四　錯誤主張要件の日米法比較
1. 序論
　現代アメリカ契約法上の錯誤法理の各要件は、その機能に着目した場合、
我が国の改正民法における要件とどのように対応するのか。また、要件③「錯
誤のリスク負担」は、我が国において同じ機能を営む要件があるのであろう
か。上記の課題について考察する際、アメリカ契約法における錯誤法理は、
動機錯誤を含めた一元論を採用していることから、我が国の動機錯誤に関す
る要件と比較することが有用であろう。また、日本民法では一方的錯誤が錯
誤の原則型と捉えられているため、アメリカ契約法上の一方的錯誤と比較検
討することとする。
2. 錯誤の定義
　アメリカ契約法上の錯誤は、一元論を前提としたうえで、「事実と合致し
ない所信」と定義され、契約当事者の契約に対する意思および諸事情に対す
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る認識と、契約締結時に現実に存在する事実の不一致のことを意味する。し
たがって、アメリカ契約法上の錯誤は、日本法における錯誤構成に関する一
元論のうち、「事実錯誤」論と同一のものである。もっとも、動機錯誤に限
定してみると、改正民法では「事実錯誤」論を採用しているため、アメリカ
法上の錯誤と同様といえるであろう。
3. 錯誤の対象範囲の確定と取引の安全の確保
　アメリカ契約法上の錯誤要件①「基本的前提」とは、当事者の錯誤が契約
締結時に存在する事実に関する前提のうち、当該前提に誤りがあった場合に
は当事者の判断を無に帰するとみなされるほどのもののことを意味し、救済
される錯誤の対象範囲を画するものである 114。他方で、我が国の改正民法に
おける「法律行為の基礎とされた事情」とは、意思表示時に存在する事情に
関するものであり、特定物につき約定された性質等、契約内容を構成する事
情をも含むものであるが、友人の婚約破棄を知らずに結婚祝いとして品物を
購入した場合のように主観的な理由は排除されることから、錯誤取消しの対
象となりうる動機の範囲を画するものである 115。
　ところで、我が国の改正民法では、当該事情が「法律行為の基礎とされて
いること」はさらに「表示されていたこと」が要件とされている。この点に
つき、①認識可能性説、②意思表示の内容化説、および③法律行為の内容化
114　現代のアメリカ法学者ゴードリーは、ウィリストンはこの要件をドイツ法学者ヴィントシャ
イトの前提論から着想を得て提唱したことを指摘しているが（See , James Gordley, The 
Jurist: A Critical History  (Oxford University Press, 2013) 265-266.）、ゴードリーが引用する
ウィリストンの体系書においては、前提論への言及は見られない（c.f. Samuel Williston & 
George Thompson, A Treatise on the Law of Contracts  (Baker, Voorhis & Co., 1937, vol.5 )
§1544）。
115　法制審議会においては、この要件がヴィントシャイトの前提論の後継であるドイツ法の行為
基礎論のうち、主観的行為基礎（我が国でいうところの共通動機錯誤）の要件に対応するも
のと解され得ることが指摘された（法制審議会民法（債権関係）部会第 96 回会議議事録（PDF
版）3‐ 4頁参照）。しかしながら、ドイツ法においては行為基礎は法律行為の内容の反対概
念であるのに対して、我が国における「法律行為の基礎」には、法律行為の内容をも含まれ
得るため、ドイツ法上のそれに対応するものではないことが指摘されている（大中・前掲注
（27）27 － 28 頁参照）。
（158）
改正民法における動機錯誤と錯誤のリスク負担
294
説が主張されているが、いずれも相手方は錯誤者の動機錯誤を知り得ないこ
とから、取引の安全を確保するための要件と位置付けられており、とりわけ
③法律行為の内容化説では、規範的に判断することが強調されている。また、
近時では「表示されていたこと」に相手方の錯誤惹起を含む解釈が提唱され
ている。他方で、アメリカ契約法の錯誤法理において要件とされる、契約の
「基本的前提」とは、契約の両当事者によって共有されているものである 116。
もっとも、一方的錯誤の場合、両当事者が共有している契約の基本的前提に
関して一方当事者が錯誤に陥っていることを相手方は容易に知り得ず、その
錯誤を理由に契約の取消しを許容するとなると相手方は相互的錯誤の場合以
上に契約に対する期待が害されることは明らかであることから、一方当事者
の錯誤に関する相手方の認識可能性や相手方による錯誤の惹起、又は非良心
性といった加重的要件が課せられることになる 117。
　したがって、アメリカ契約法上の錯誤要件①「基本的前提」は、救済され
得る錯誤の対象を画するという点において我が国の動機錯誤に関する「法律
行為の基礎」要件に対応するものであり、アメリカ契約法上一方的錯誤に関
する加重的要件である相手方の認識可能性等は、相手方の不測の損害を回避
するため、ないしは取引の安全を確保するために機能することから、我が国
の動機錯誤に関する「表示されていたこと」という要件に対応するもので
ある。
4. 救済すべき錯誤の程度
　アメリカ契約法上の錯誤要件②「重大性」は、原則として錯誤により当事
者間に重大な不均衡が生じるか否か、という客観的な錯誤の程度に基づいて
救済すべき錯誤か否かを判断する要件である。他方で我が国の錯誤法理では、
錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであるこ
とという「客観的重要性」要件が課せられているが、この要件も客観的な錯
誤の程度に着目していることから、アメリカ契約法上の「重大性」要件に対
116　See , Restatement, Second, Contracts §152, comment b.
117　See , Restatement, Second, Contracts, Ch.6 Introductory Note, §153 comment b and c.
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応するものと言える。
　なお、日本民法では客観的重要性要件と対に「主観的因果関係」が要求
されているが、アメリカの第二次契約法リステイトメントでは、この点に
ついて要件として明記していない。しかしながら、錯誤主張者は錯誤に基
づき契約締結の同意をしたことによって不利益を被ることを避けるために、
錯誤取消しの主張をすることから、「錯誤に基づき契約締結の同意をしたこ
と」という主観的因果関係は錯誤主張に当たり当然の前提とされているも
のと解される。
5. 無重過失
　アメリカ契約法においても、日本民法においても、錯誤者に「無重過失」
を要求する点では共通している。もっとも、アメリカ契約法において、重過
失は錯誤主張者が具体的な事情の下において相手方の正当な期待に反する程
度の過失により錯誤に陥ったか否かによって判断され、例えば建設業者が計
上すべき項目を計上しなかったために入札価額を単に誤って記載したような
場合には重過失とは認められず、募集者側が入札価額について問い合わせを
したにもかかわらず確認しなかった場合に初めて重過失が認定されるのに対
して、日本民法においては、個別具体的な事情下において表意者の職業、行
為の種類・目的などに応じ、普通になすべき注意を著しく欠くこととしてお
り、一般論としてはアメリカ契約法上のそれを大きく異ならないものの、競
売の入札価額の単なる誤記について裁判所による買受申出人の意見聴取の有
無を問わず重過失を認めている点において、その判断はアメリカ契約法上の
それと比して厳格であるように思われる。ただし、日本民法につき、動機錯
誤の場合に表意者に重過失があると認定された判例・裁判例に関しては従来、
容易に要素の錯誤を認定した上で、「動機錯誤を要素の錯誤とすることによ
り生ずる具体的妥当性の欠如を表意者の重過失によって補正」するという「重
過失の濫用」ともいうべき構成が多いことが指摘されており 118、このような
118　大久保憲章「錯誤者の重過失（一）―判例の分析―」佐賀大学経済論集 19 巻 2 号（1986 年）
186、200 頁参照。
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背景から厳格に重過失が認定されている可能性も否めないであろう。
　このほかに、日本民法では、相手方による錯誤の認識可能性がある場合や
共通錯誤の場合には例外的に無重過失要件は課せられないのに対して、アメ
リカ契約法においては、相互的錯誤、一方的錯誤ともに常に「無重過失」が
要件とされている点で、より錯誤主張が制限されている。
6. 小括―錯誤のリスク負担要件
　以上を前提にした場合、アメリカ契約法上の要件③「錯誤のリスク負担」は、
日本民法上、どの要件に対応するものと言えるのであろうか。その点に関す
る考察の前段階として、我が国の動機錯誤の追加的要件に関する各学説につ
いて、「規範的評価」という点に着目して相違を分析していきたい。
　まず、①認識可能性説は、「法律行為の基礎」とは一方当事者の認識の問
題であり、それに関する錯誤を民法第 95 条の対象とするためには相手方の
認識可能性を求めるが、当該錯誤を理由に錯誤者を救済すべきかという規範
的評価は「客観的重要性」要件で一元的に行うものとしている 119。
　次に②意思表示の内容化説は、動機が重要であったことを表示したことを
要求するものであることから、「法律行為の基礎とした」か否かを規範的に
評価するとともに、「客観的重要性」要件においても規範的評価を行うこと
から、二段階において規範的評価を行うものであると解される。
　第三に、③法律行為の内容化説は、相手方の存在する意思表示の場合には
「法律行為の基礎」が両当事者に共通の了解となっていたことを要求し、そ
の点につき規範的評価を行うとともに、「客観的重要性」要件においても規
範評価がなされることとなる。
　さらに、いずれの学説においても「無重過失」要件において、錯誤者が救
済されるべきか否かが規範的に判断されている。
　翻ってアメリカ契約法上の錯誤法理に目を転じると、一方的錯誤に関する
加重的要件として、非良心性が挙げられている。これは錯誤者に対する錯誤
119　法制審議会民法（債権関係）部会第 88 回会議議事録（PDF版）28 － 29 頁参照。
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による個別具体的な事情下における影響という基準に依拠した規範的要件で
ある。これと併せて、要件③「錯誤のリスク負担」とは、本質性要件という、
規範的評価をも含めた総合的判断を行うための要件の代替として、要件①「基
本的前提」及び要件②「重大性」とともに導入された要件であった。もっと
も、要件③「錯誤のリスク負担」は、錯誤者の契約締結に至る情報収集の不
十分性に関して、情報収集の方法とその費用の多寡を基準にして、錯誤者と
相手方のいずれがよりよく（より安価に）錯誤を回避することができるかを
判断するための要件であることから、量的評価を行う基準へと転換したもの
といえよう。
　したがって、アメリカ契約法上の要件③「錯誤のリスク負担」は、わが国
では、動機の追加的要件、客観的重要性、および無重過失のいずれの段階に
おいても包摂され得るものと言えよう。
五　日本法への示唆
　アメリカ契約法上の錯誤法理は、情報収集の失敗と情報分析の失敗、およ
び錯誤主張者と相手方の態様という二つのアプローチの組合せによる要件を
設けており、③「錯誤のリスク負担」は、情報収集の失敗に対する錯誤主張
者と相手方の態様を斟酌する要件であることが明らかとなった。そこで、そ
の点につき日本法ではどのように考慮しているかを検討すると、以下の通り
となるであろう。
　第一に、(a)「合意によるリスク負担」は、当事者間において、いずれが錯
誤による不利益を負担するかにつき合意がある場合、それに従うことをいう。
それに対してわが国における③法律行為の内容化説のうち、ii) 合意説は、動
機につき相手方が合意している場合にのみ当該動機につき錯誤取消しを認め
ている。したがって、この見解は、錯誤による不利益の負担につき合意が存
在する場合に契約の解釈問題となり得たとしても、判例は動機錯誤として取
り扱ってきたことを主張するのに対して 120、アメリカ法は契約の解釈問題と
120　法制審議会民法（債権関係）部会第 88 回会議議事録（PDF版）17 頁〔山本敬三〕参照。
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してのみ扱う点で異なっている。なお、日本法のその他の見解は、合意の解
釈問題と扱うものと解される 121。
　第二に、(b)「意識的不知」は、契約に関する情報収集が不十分であり、的
確な意思決定ができない可能性を認識したうえでなおも契約締結に至ったこ
とから錯誤主張が認められないことである。それに対してわが国における①
認識可能性説は、動機に関する相手方の認識を考慮するものであることから、
錯誤主張者の「意識的不知」は、「客観的重要性」要件又は／及び「無重過
失」要件で斟酌することになる。このような立場は、動機の追加的要件とし
て錯誤主張者側の表示を斟酌する②意思表示の内容化説も同様である 122。な
お、③法律行為の内容化説のうち i) 規範的評価説は、動機の追加的要件とし
て錯誤者の態様も含めた総合的判断を行い、ii) 合意説は合意の有無を判断す
る過程において「意識的不知」も斟酌し得ることから、「意識的不知」は動
機の追加的要件、「客観的重要性」要件、又は／及び「無重過失要件」で斟
酌することになる 123。
121　例えば、法制審議会民法（債権関係）部会第 88 回会議議事録（PDF版）17 － 18 頁〔能見善久〕
参照。
122　大判大正 6年 2月 24 日民録 23 輯 284 頁（いわゆる受胎馬事件）は、動機が表示され、意思
表示の内容となることを要求する立場を示したものとして、①・②説ともに論拠として引
用している（①説につき、滝沢・前掲注（28）124 頁；四宮＝能見・前掲注（21）250 頁参
照）。本件は、買主は受胎している馬の購入を望み、売買契約を締結したが、目的物たる馬
は受胎していなかった事案であるが、契約締結前に買主は当該馬を見ず、検分したのは買主
に同道して売主の許を訪れた馬匹斡旋業者であったため、買主が相当の調査をしなかった点
につき重過失が争われたが、原審は重過失を認定せず、大審院もこれを支持し、さらに当該
斡旋業者を買主の代理人としてその重過失を主張する上告理由も代理権の不存在により退け
た（286、290 － 291 頁）。したがって、本件は買主の「意識的不知」につき、無重過失要件
で斟酌されたものと解される。
123　最判平成 28 年 12 月 19 日集民 254 号 105 頁は、主債務者Aへの融資につき中小企業者を対
象とするセーフティネット保証制度を用いて金融機関 Y と信用保証協会 X との間で保証契
約（以下「本件契約」という）が締結されたが、本件契約締結時に A が中小企業としての
実体を有していなかったことが判明したために、X が錯誤無効を主張した事案である。最高
裁は、最判平成 28 年 1 月 12 日民集 70 巻 1 号 1 頁を引用した上で、当事者の動機が「法律
行為の内容」となることが必要との規範を示し、本件につき A が中小企業者の実体を有す
ることをXによる本件契約の動機としたうえで、以下二点を理由に当該動機は法律行為の内
容にはならず、表意者の意思表示に要素の錯誤はないと結論づけた。すなわち、①「金融機
関が相当と認められる調査をしても、主債務者が中小企業者の実体を有しないことが事後的
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　第三に、(c)「裁判所によるリスク配分」とは、契約締結の前提となる情報へ
のアクセスの容易さにより錯誤主張が認められないことである。この点につい
ても、錯誤主張者と相手方の間の調整問題に関する裁判所の規範的評価である
ことから、我が国においては「意識的不知」と同様の取扱いとなるであろう。
　以上から、「錯誤の狭義のリスク負担」をわが国においていずれの要件で
斟酌するかという問題に対しては、動機錯誤の追加的要件につきいずれの見
解に依拠するかという点と合わせて、「無重過失」要件の内容を確定してい
く必要があるといえよう。
六　おわりに
　20 世紀に入ると契約の主たる客体はモノからサービスへと移行し、それ
らに共通する観念による規律の必要性が認識されるようになる。第二次契約
法リステイトメントは、従前の「本質性」要件に代わるものとして、①「基
本的前提」、②「重大性」、及び③狭義の「リスク負担」要件を採用した。そ
れらは、客体であるモノ・サービスを含む、契約に関するあらゆる情報に着
に判明する場合が生じ得ることは避けられないところ、このような場合に信用保証契約を一
律に無効とすれば、金融機関は、中小企業者への融資を躊躇し、信用力が必ずしも十分でな
い中小企業者等の信用力を補完してその金融の円滑化を図るという信用保証協会の目的に反
する事態を生じかねない」こと、②本件契約はいわゆるプロ間の契約であり、「主債務者が
中小企業者の実体を有しないことが事後的に判明する場合が生じ得ることを想定でき、その
場合にXが保証債務を履行しないこととするのであれば、その旨をあらかじめ定めるなどの
対応を採ることも可能であった」にもかかわらず、その場合の取扱いについての定めが置か
れていないこと。本件は、当事者双方ともに高度の調査能力を有する機関であるが、調査を
尽くしたとしてもなお情報が不確実であることを前提としたうえで、信用保証という、契約
締結時に契約締結時に現れていなかった事情により生ずる不利益を負担することを内容とす
る契約を締結したことから、「意識的不知」が問題となる事案であるが（前掲最判平成 28 年
1 月 12 日に関する大中有信「判批」金法 2047 号 90 頁（2016 年）参照）、上記①はその点を
「法律行為の内容化」につき規範的に評価したものであるのに対して、上記②は ii) 合意説を
採用したとしてもその点を理由に合意がないことから「内容化」を否定したものと解される
（竹中悟人「判批」ジュリ 1518 号 65 頁（2018 年）参照）。なお、本件では、Yの調査義務に
つき基本契約上の付随義務としたうえで当該義務違反は基本契約上の免責条項に該当するた
め、Xの保証免責を認容しているが、前掲最判平成 28 年 1 月 12 日を引用していることから、
錯誤者Xの調査義務についても（錯誤の無重過失において斟酌するのではなく）基本契約上
の付随義務と構成する立場であることが推測される。（本件をリスク負担から分析するもの
として、岩川隆嗣「判批」北大法学論集 68 巻 6 号 352 頁（2018 年）がある。）
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目し、①「基本的前提」によりその範囲を絞り込み、③狭義の「錯誤のリス
ク負担」要件により、その情報の不確実さによる不利益を被るという当事者
の意思決定の判断基準として (a) 合意、および (b) 意識的不知を、そのよう
な意思決定が存在しない場合に、契約の締結及び内容に関する意思決定の前
提となる情報へのアクセスの容易さによる不利益の分配基準として (c) 裁判
所による配分を設け、他方で契約の締結及び内容に関する意思決定への影響
の大きさを問う基準として②履行の交換への影響の大きさを判断基準として
いる。
　したがって、錯誤を意思決定の基礎となる情報の収集・分析の失敗から表
意者を救済する制度と捉える見解から、アメリカ契約法上の錯誤要件を検討
すると、契約の締結や内容に関する意思決定の前提となる情報につき、狭義
のリスク負担は情報収集の失敗に関する責任負担について主眼を置いた判断
基準であるのに対して、広義のリスク負担は情報分析の失敗による責任負担
の所在について、判断を行う要件ということができよう。そして、広義のリ
スク負担は錯誤の大きさを量的に評価する要件のほかに、錯誤主張者と相手
方につき、別個にそれぞれの態様や錯誤によって受ける影響を評価する要件
を設けており、狭義のリスク負担は情報収集の不十分性に関する両当事者間
の調整について、評価がより明確な量的基準を採用している。それに対して
日本民法においては、動機錯誤の追加的要件と客観的重要性要件において諸
般の事情を総合的に規範的評価するとともに、無重過失要件においても具体
的結果の妥当性を求めた質的評価を行っている。
　以上から、我が国においても錯誤の各要件につき錯誤主張者と相手方の態
様や錯誤によって受ける影響を評価項目として挙げるとともに、規範的評価
を行う際、質的な評価と共に量的な評価も行うことにより、より明確な評価
を行うことができるであろう。もっとも、狭義のリスク負担の統一的原理と
して用いられ得る「法と経済学」の手法に対しては、法学上の問題を解決す
る際に法的推論に代わるものとして抽象的な経済原理を用いることが果たし
て適切であるか、という議論がある。そこで、当事者間の情報の対称性を前
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提とする伝統的な経済理論に対して、どのように情報の非対称性の法論理を
接合させるのかという点が今後の課題となる。
以上
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